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(57)【要約】
　本発明は、有機光電素子用化合物およびこれを含む有
機光電素子に関するものであって、化学式１で表される
有機光電素子用化合物を提供して、優れた電気化学的お
よび熱的安定性により寿命特性に優れ、低い駆動電圧で
も高い発光効率を有する有機光電素子を製造することが
できる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記化学式１で表される有機光電子素子用化合物：
【化１】

　前記化学式１中、
　Ｘ１およびＸ２は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ独立して、－ＮＲ
’－、－Ｏ－、－Ｓｅ－、－Ｐ－および－Ｓ－からなる群より選択され、
　前記Ｒ’は、水素、重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換または
非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基および電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ
３０ヘテロアリール基からなる群より選択され、
　前記Ｒ１～Ｒ６は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ独立して、水素、
重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０
アリール基および電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基
からなる群より選択され、
　前記Ｒ１～Ｒ６またはＲ’のうちの少なくともいずれか一つは、電子特性を有する、置
換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基である。
【請求項２】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式２で表される、請求項１に記載の有機光電
子素子用化合物：
【化２】

　前記化学式２中、
　Ｘ１およびＸ２は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ独立して、－ＮＲ
’－、－Ｏ－、－Ｓｅ－、－Ｐ－および－Ｓ－からなる群より選択され、
　前記Ｒ’は、水素、重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換または
非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基および電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ
３０ヘテロアリール基からなる群より選択され、
　前記Ｒ１～Ｒ６は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ独立して、水素、
重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０
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からなる群より選択され、
　前記Ｒ１～Ｒ６またはＲ’のうちの少なくともいずれか一つは、電子特性を有する、置
換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基である。
【請求項３】
　前記Ｘ１は、－ＮＲ’－である、請求項１に記載の有機光電子素子用化合物：
　前記Ｒ’は、水素、重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換または
非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基および電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ
３０ヘテロアリール基からなる群より選択される。
【請求項４】
　前記Ｒ’は、電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基で
ある、請求項３に記載の有機光電子素子用化合物。
【請求項５】
　Ｘ１は、－ＮＲ’－であり、
　前記Ｒ’は、電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基で
あり、
　前記Ｒ１～Ｒ６は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ独立して、水素、
重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基および置換または非置換のＣ６～Ｃ
３０アリール基からなる群より選択される、請求項１に記載の有機光電子素子用化合物。
【請求項６】
　前記電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基は、置換ま
たは非置換のイミダゾリル基、置換または非置換のトリアゾリル基、置換または非置換の
テトラゾリル基、置換または非置換のオキサジアゾリル基、置換または非置換のオキサト
リアゾリル基、置換または非置換のチアトリアゾリル基、置換または非置換のベンズイミ
ダゾリル基、置換または非置換のベンゾトリアゾリル基、置換または非置換のピリジニル
基、置換または非置換のピリミジニル基、置換または非置換のトリアジニル基、置換また
は非置換のピラジニル基、置換または非置換のピリダジニル基、置換または非置換のフリ
ニル基、置換または非置換のキノリニル基、置換または非置換のイソキノリニル基、置換
または非置換のフタラジニル基、置換または非置換のナフピリジニル基、置換または非置
換のキノキサリニル基、置換または非置換のキナゾリニル基、置換または非置換のアクリ
ジニル基、置換または非置換のフェナントロリニル基および置換または非置換のフェナジ
ニル基からなる群より選択される、請求項１に記載の有機光電子素子用化合物。
【請求項７】
　下記化学式３～５４のうちのいずれか一つで表される、有機光電子素子用化合物。
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【化３】
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【化８】
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【化９】

【請求項８】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式ＡまたはＡ－１で表される、請求項１に記
載の有機光電子素子用化合物：

【化１０】
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【化１１】

　前記化学式ＡおよびＡ－１中、
　Ｘ１およびＸ２は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ独立して、－ＮＲ
’－、－Ｏ－、－Ｓｅ－、－Ｐ－および－Ｓ－からなる群より選択され、
　前記Ｒ’は、水素、重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換または
非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基および電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ
３０ヘテロアリール基からなる群より選択され、
　前記Ｒ１～Ｒ６は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ独立して、水素、
重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０
アリール基および電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基
からなる群より選択され、
　前記Ｒ１～Ｒ６またはＲ’のうちの少なくともいずれか一つは、電子特性を有する、置
換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基である。
【請求項９】
　前記Ｘ１またはＸ２のうちの少なくとも一つは、－ＮＲ’－であり、
　前記Ｒ’は、電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基で
あり、
　前記Ｒ１～Ｒ６は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ独立して、水素、
重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基および置換または非置換のＣ６～Ｃ
３０アリール基からなる群より選択される、請求項８に記載の有機光電子素子用化合物。
【請求項１０】
　前記Ｘ１またはＸ２のうちの少なくとも一つは、－ＮＲ’－であり、
　前記Ｒ’は、置換または非置換のトリフェニレニル基である、請求項８に記載の有機光
電子素子用化合物。
【請求項１１】
　前記電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基は、置換ま
たは非置換のイミダゾリル基、置換または非置換のトリアゾリル基、置換または非置換の
テトラゾリル基、置換または非置換のオキサジアゾリル基、置換または非置換のオキサト
リアゾリル基、置換または非置換のチアトリアゾリル基、置換または非置換のベンズイミ
ダゾリル基、置換または非置換のベンゾトリアゾリル基、置換または非置換のピリジニル
基、置換または非置換のピリミジニル基、置換または非置換のトリアジニル基、置換また
は非置換のピラジニル基、置換または非置換のピリダジニル基、置換または非置換のフリ
ニル基、置換または非置換のキノリニル基、置換または非置換のイソキノリニル基、置換
または非置換のフタラジニル基、置換または非置換のナフピリジニル基、置換または非置
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換のキノキサリニル基、置換または非置換のキナゾリニル基、置換または非置換のアクリ
ジニル基、置換または非置換のフェナントロリニル基および置換または非置換のフェナジ
ニル基からなる群より選択される、請求項８に記載の有機光電子素子用化合物。
【請求項１２】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式Ａ－２～Ａ－２６のうちのいずれか一つで
表される、請求項８に記載の有機光電子素子用化合物。
【化１２】
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【化１４】

【請求項１３】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式Ｂで表される、請求項１に記載の有機光電
子素子用化合物：
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　前記化学式Ｂ中、
　Ｘ１は、－Ｏ－、－Ｓｅ－、－Ｐ－および－Ｓ－からなる群より選択され、
　Ｒ１～Ｒ６は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ独立して、水素、重水
素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０アリ
ール基および置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基からなる群より選択され
、
　Ａｒは、電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基であり
、
　Ｌは、単一結合、置換または非置換のＣ２～Ｃ１０アルケニレン基、置換または非置換
のＣ２～Ｃ１０アルキニレン基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０アリーレン基および置
換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリーレン基からなる群より選択され、
　ｎは、０～２のうちのいずれか一つの整数である。
【請求項１４】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式Ｂ－１またはＢ－２で表される、請求項１
３に記載の有機光電子素子用化合物：
【化１６】
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　前記化学式Ｂ－１およびＢ－２中、
　Ｘ１は、－Ｏ－、－Ｓｅ－、－Ｐ－および－Ｓ－からなる群より選択され、
　Ｒ１～Ｒ６は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ独立して、水素、重水
素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０アリ
ール基および置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基からなる群より選択され
、
　Ａｒは、電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基であり
、
　Ｌは、単一結合、置換または非置換のＣ２～Ｃ１０アルケニレン基、置換または非置換
のＣ２～Ｃ１０アルキニレン基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０アリーレン基および置
換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリーレン基からなる群より選択され、
　ｎは、０～２のうちのいずれか一つの整数である。
【請求項１５】
　前記電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基は、置換ま
たは非置換のイミダゾリル基、置換または非置換のトリアゾリル基、置換または非置換の
テトラゾリル基、置換または非置換のオキサジアゾリル基、置換または非置換のオキサト
リアゾリル基、置換または非置換のチアトリアゾリル基、置換または非置換のベンズイミ
ダゾリル基、置換または非置換のベンゾトリアゾリル基、置換または非置換のピリジニル
基、置換または非置換のピリミジニル基、置換または非置換のトリアジニル基、置換また
は非置換のピラジニル基、置換または非置換のピリダジニル基、置換または非置換のフリ
ニル基、置換または非置換のキノリニル基、置換または非置換のイソキノリニル基、置換
または非置換のフタラジニル基、置換または非置換のナフピリジニル基、置換または非置
換のキノキサリニル基、置換または非置換のキナゾリニル基、置換または非置換のアクリ
ジニル基、置換または非置換のフェナントロリニル基および置換または非置換のフェナジ
ニル基からなる群より選択される、請求項１３に記載の有機光電子素子用化合物。
【請求項１６】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式Ｂ－３～Ｂ－２２のうちのいずれか一つで
表される、請求項１３に記載の有機光電子素子用化合物。
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【請求項１７】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式Ｃで表される、請求項１に記載の有機光電
子素子用化合物：
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　前記化学式Ｃ中、
　Ｒ１～Ｒ６およびＡｒ２は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ独立して
、水素、重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換または非置換のＣ６
～Ｃ３０アリール基および置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基からなる群
より選択され、
　Ａｒ１は、電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基であ
り、
　Ｌは、単一結合、置換または非置換のＣ２～Ｃ１０アルケニレン基、置換または非置換
のＣ２～Ｃ１０アルキニレン基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０アリーレン基および置
換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリーレン基からなる群より選択され、
　ｎは、１または２である。
【請求項１８】
　前記Ａｒ２は、置換または非置換のトリフェニレニル基である、請求項１７に記載の有
機光電子素子用化合物。
【請求項１９】
　前記電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基は、置換ま
たは非置換のイミダゾリル基、置換または非置換のトリアゾリル基、置換または非置換の
テトラゾリル基、置換または非置換のオキサジアゾリル基、置換または非置換のオキサト
リアゾリル基、置換または非置換のチアトリアゾリル基、置換または非置換のベンズイミ
ダゾリル基、置換または非置換のベンゾトリアゾリル基、置換または非置換のピリジニル
基、置換または非置換のピリミジニル基、置換または非置換のトリアジニル基、置換また
は非置換のピラジニル基、置換または非置換のピリダジニル基、置換または非置換のフリ
ニル基、置換または非置換のキノリニル基、置換または非置換のイソキノリニル基、置換
または非置換のフタラジニル基、置換または非置換のナフピリジニル基、置換または非置
換のキノキサリニル基、置換または非置換のキナゾリニル基、置換または非置換のアクリ
ジニル基、置換または非置換のフェナントロリニル基および置換または非置換のフェナジ
ニル基からなる群より選択される、請求項１７に記載の有機光電子素子用化合物。
【請求項２０】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式Ｃ－１～Ｃ－１８のうちのいずれか一つで
表される、請求項１７に記載の有機光電子素子用化合物。
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【化２２】

【請求項２１】
　前記有機光電子素子は、有機光電素子、有機発光ダイオード、有機太陽電池、有機トラ
ンジスタ、有機感光体ドラムおよび有機メモリ素子からなる群より選択される、請求項１
に記載の有機光電子素子用化合物。
【請求項２２】
　陽極、陰極および前記陽極と陰極との間に配置される少なくとも一層以上の有機薄膜層
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を含む有機発光ダイオードにおいて、
　前記有機薄膜層のうちの少なくとも一層は、請求項１に記載の有機光電子素子用化合物
を含む、有機発光ダイオード。
【請求項２３】
　前記有機薄膜層は、発光層、正孔輸送層（ＨＴＬ）、正孔注入層（ＨＩＬ）、電子輸送
層（ＥＴＬ）、電子注入層（ＥＩＬ）、正孔阻止層およびこれらの組み合わせからなる群
より選択される、請求項２２に記載の有機発光ダイオード。
【請求項２４】
　前記有機光電子素子用化合物は、電子輸送層（ＥＴＬ）または電子注入層（ＥＩＬ）内
に含まれる、請求項２２に記載の有機発光ダイオード。
【請求項２５】
　前記有機光電子素子用化合物は、発光層内に含まれる、請求項２２に記載の有機発光ダ
イオード。
【請求項２６】
　前記有機光電子素子用化合物は、発光層内に燐光または蛍光ホスト材料として使用され
る、請求項２２に記載の有機発光ダイオード。
【請求項２７】
　前記有機光電子素子用化合物は、発光層内に蛍光青色ドーパント材料として使用される
、請求項２２に記載の有機発光ダイオード。
【請求項２８】
　請求項２２に記載の有機発光ダイオードを含む、表示装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、寿命、効率、電気化学的安定性および熱的安定性に優れた有機発光ダイオー
ドを提供することができる有機光電子素子用化合物、これを含む有機発光ダイオードおよ
び前記有機発光ダイオードを含む表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機光電子素子（ｏｒｇａｎｉｃ　ｏｐｔｏｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　ｄｅｖｉｃｅ）は
、正孔または電子を利用した電極と有機材料との間での電荷交換を必要とする素子である
。
【０００３】
　有機光電子素子は動作原理に応じて次のように分けることができる。第一の有機光電子
素子は、外部の光源からの光子により有機材料層でエキシトン（ｅｘｃｉｔｏｎ）が生成
し、このエキシトンが電子と正孔に分離され、そしてこの電子と正孔が互いに異なる電極
に電流源（電圧源）として移動することによって駆動される電子素子である。
【０００４】
　第二の有機光電子素子は、少なくとも２つの電極に電圧または電流を加えて前記電極の
界面に位置する有機材料半導体に正孔または電子を注入し、そして注入された電子および
正孔により素子が駆動される電子素子である。
【０００５】
　有機光電子素子の例としては、有機光電素子、有機発光ダイオード、有機太陽電池、有
機感光体ドラム（ｏｒｇａｎｉｃ　ｐｈｏｔｏ　ｃｏｎｄｕｃｔｏｒ　ｄｒｕｍ）、有機
トランジスタなどがあり、これらは正孔注入材料もしくは正孔輸送材料、電子注入材料も
しくは電子輸送材料、または発光材料を必要とする。
【０００６】
　有機発光ダイオード（ｏｒｇａｎｉｃ　ｌｉｇｈｔ　ｅｍｉｔｔｉｎｇ　ｄｉｏｄｅ、
ＯＬＥＤ）は、近年、平板ディスプレイ（ｆｌａｔ　ｐａｎｅｌ　ｄｉｓｐｌａｙ）の需
要が増加することに伴って注目されている。一般に有機発光とは、有機物質を利用して電
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気エネルギーを光エネルギーに変換させることをいう。
【０００７】
　このような有機発光ダイオードは、有機発光材料に電流を加えて電気エネルギーを光に
変換させる素子であって、陽極（ａｎｏｄｅ）と陰極（ｃａｔｈｏｄｅ）との間に機能性
有機材料層が挿入された構造を有する。前記有機材料層は、有機発光ダイオードの効率お
よび安全性を高めるために、それぞれ異なる材料を含む多層、例えば、正孔注入層（ＨＩ
Ｌ）、正孔輸送層（ＨＴＬ）、発光層、電子輸送層（ＥＴＬ）、電子注入層（ＥＩＬ）な
どを含む。
【０００８】
　このような有機発光ダイオードにおいて、陽極と陰極との間に電圧をかけると、陽極か
らは正孔（ｈｏｌｅ）が、陰極からは電子（ｅｌｅｃｔｒｏｎ）が有機材料層に注入され
、注入された正孔と電子が会って再結合（ｒｅｃｏｍｂｉｎａｔｉｏｎ）によりエネルギ
ーの高い励起子を生成する。生成した励起子が基底状態（ｇｒｏｕｎｄ　ｓｔａｔｅ）に
移動しながら特定の波長を有する光を生成する。
【０００９】
　最近は、蛍光発光材料のみならず、燐光発光材料も有機発光ダイオードの発光材料とし
て使用され得ることが知られるようになった。このような燐光材料は基底状態（ｇｒｏｕ
ｎｄ　ｓｔａｔｅ）から励起状態（ｅｘｃｉｔｅｄ　ｓｔａｔｅ）に電子が遷移した後、
項間交差（ｉｎｔｅｒｓｙｓｔｅｍ　ｃｒｏｓｓｉｎｇ）を通じて一重項励起子が三重項
励起子に無輻射遷移した後、三重項励起子が基底状態に遷移して発光するメカニズムによ
って発光する。
【００１０】
　前記のように有機発光ダイオードにおいて有機材料層は、発光材料および電荷輸送材料
、例えば正孔注入材料、正孔輸送材料、電子輸送材料、電子注入材料などを含む。
【００１１】
　また、発光材料は、発光色に応じて青色、緑色、および赤色発光材料とさらに改善され
た天然色に近い色を発光させるための黄色および橙色発光材料とに分類される。
【００１２】
　一方、発光材料として一つの材料のみを使用する場合、分子間相互作用により最大発光
波長が長波長側に移動したり、色純度が落ちる、または発光クエンチング効果により素子
の効率が低下する。したがって、色純度を改善し、エネルギー移動を通じて発光効率およ
び安定性を増加させるために、発光材料としてホスト／ドーパント系を使用しても良い。
【００１３】
　有機発光ダイオードが前述した優れた特徴を十分に発揮するためには、有機材料層を構
成する材料、例えば正孔注入材料、正孔輸送材料、発光材料、電子輸送材料、電子注入材
料、ホストおよび／またはドーパントなどの発光材料が安定であり且つ良好な効率を有す
る必要がある。しかしながら、現在まで有機発光ダイオード用の有機材料層を形成する材
料の開発がまだ十分ではなく、したがって新たな材料が要求されている。このような材料
開発は前述した他の有機発光ダイオードでも同様に要求されている。
【００１４】
　また、低分子有機発光ダイオードは、真空蒸着法により薄膜形態に素子を製造するため
、効率および寿命性能が良く、高分子有機発光ダイオードは、インクジェット（Ｉｎｋｊ
ｅｔ）またはスピンコーティング（ｓｐｉｎ　ｃｏａｔｉｎｇ）法を用いて初期投資費用
が少なく、大面積化に有利な長所がある。
【００１５】
　低分子有機発光ダイオードおよび高分子有機発光ダイオードは共に自体発光、高速応答
、広視野角、超薄型、高画質、耐久性、広い駆動温度範囲などの長所を持っていて次世代
ディスプレイとして注目を浴びつつある。特に既存のＬＣＤ（ｌｉｑｕｉｄ　ｃｒｙｓｔ
ａｌ　ｄｉｓｐｌａｙａｙ）と比較して自体発光型であることから、暗いところや外部の
光が入っても視認性が良く、バックライトが必要ないため、ＬＣＤの１／３水準に厚さお
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よび重量を減少させることができる。
【００１６】
　また、応答速度がＬＣＤに比べて１０００倍以上速いマイクロ秒単位であるため、残像
がない完璧な動画を実現することができる。したがって、最近、本格的なマルチメディア
時代に合わせて最適のディスプレイとして脚光を浴びることと期待され、このような長所
を土台に１９８０年代後半に最初に開発されて以降、効率８０倍、寿命１００倍以上に達
する急激な技術発展をなしてきており、最近は４０インチ有機発光ダイオードパネルが発
表されるなど大型化が急速に進行されている。
【００１７】
　大型化のためには、発光効率の増大および素子の寿命向上が伴わなければならない。こ
の時、素子の発光効率は発光層内の正孔と電子の結合が円滑に行われなければならない。
しかし、一般に有機材料の電子移動度は正孔移動度に比べて遅いため、発光層内の正孔と
電子の結合が効率的に行われるためには、効率的な電子輸送層（ＥＴＬ）を用いて陰極か
らの電子注入および移動度を高めると同時に、正孔の移動を阻止可能でなければならない
。
【００１８】
　また、寿命向上のためには、素子の駆動時に発生するジュール熱（Ｊｏｕｌｅ　ｈｅａ
ｔ）により材料が結晶化されることを防止しなければならない。したがって、電子の注入
および移動性に優れ、電気化学的安定性の高い有機化合物に対する開発が必要である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１９】
　本発明の例示的な実施形態は、発光、または電子注入および輸送の役割を果たすことが
でき、適切なドーパントと共に発光ホストとしての役割を果たすことができる有機光電子
素子用化合物を提供する。
【００２０】
　また、本発明の他の実施形態は、寿命、効率、駆動電圧、電気化学的安定性および熱的
安定性に優れた有機発光ダイオードを提供する。
【課題を解決するための手段】
【００２１】
　本発明の一実施形態によれば、下記化学式１で表される有機光電子素子用化合物を提供
する。
【００２２】
【化１】

【００２３】
　前記化学式１中、Ｘ１およびＸ２は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ
独立して、－ＮＲ’－、－Ｏ－、－Ｓｅ－、－Ｐ－および－Ｓ－からなる群より選択され
、前記Ｒ’は、水素、重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換または
非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基および電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ



(25) JP 2013-533604 A 2013.8.22

10

20

30

40

50

３０ヘテロアリール基からなる群より選択され、前記Ｒ１～Ｒ６は、互いに同一または異
なるものであって、それぞれ独立して、水素、重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０
アルキル基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基および電子特性を有する、置換
または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基からなる群より選択され、前記Ｒ１～Ｒ６

またはＲ’のうちの少なくともいずれか一つは、電子特性を有する、置換または非置換の
Ｃ２～Ｃ３０ヘテロアリール基である。
【００２４】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式２で表されてもよい。
【００２５】
【化２】

【００２６】
　前記化学式２中、Ｘ１およびＸ２は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ
独立して、－ＮＲ’－、－Ｏ－、－Ｓｅ－、－Ｐ－および－Ｓ－からなる群より選択され
、前記Ｒ’は、水素、重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換または
非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基および電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ
３０ヘテロアリール基からなる群より選択され、前記Ｒ１～Ｒ６は、互いに同一または異
なるものであって、それぞれ独立して、水素、重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０
アルキル基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基および電子特性を有する、置換
または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基からなる群より選択され、前記Ｒ１～Ｒ６

またはＲ’のうちの少なくともいずれか一つは、電子特性を有する、置換または非置換の
Ｃ２～Ｃ３０ヘテロアリール基である。
【００２７】
　前記Ｘ１は、－ＮＲ’－であってもよい。
【００２８】
　前記Ｒ’は、水素、重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換または
非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基および電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ
３０ヘテロアリール基からなる群より選択され得る。
【００２９】
　前記Ｒ’は、電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基で
あってもよい。
【００３０】
　Ｘ１は、－ＮＲ’－であり、前記Ｒ’は、電子特性を有する、置換または非置換のＣ２
～Ｃ３０ヘテロアリール基であり、前記Ｒ１～Ｒ６は、互いに同一または異なるものであ
って、それぞれ独立して、水素、重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基お
よび置換または非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基からなる群より選択され得る。
【００３１】
　前記電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基は、置換ま
たは非置換のイミダゾリル基、置換または非置換のトリアゾリル基、置換または非置換の
テトラゾリル基、置換または非置換のオキサジアゾリル基、置換または非置換のオキサト
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ダゾリル基、置換または非置換のベンゾトリアゾリル基、置換または非置換のピリジニル
基、置換または非置換のピリミジニル基、置換または非置換のトリアジニル基、置換また
は非置換のピラジニル基、置換または非置換のピリダジニル基、キノリン、置換または非
置換のイソキノリン、置換または非置換のフタラジン、置換または非置換のナフピリジン
、置換または非置換のキノキサリン、置換または非置換のキナゾリン、置換または非置換
のアクリジン、置換または非置換のフェナントロリンおよび置換または非置換のフェナジ
ンからなる群より選択され得る。
【００３２】
　本発明の他の実施形態によれば、下記化学式３～５１のうちのいずれか一つで表される
有機光電子素子用化合物を提供する。
【００３３】
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【００３４】
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【００３６】
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【化８】

【００３９】
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【化９】

【００４０】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式ＡまたはＡ－１で表されてもよい。
【００４１】

【化１０】

【００４２】
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【化１１】

【００４３】
　前記化学式ＡおよびＡ－１中、Ｘ１およびＸ２は、互いに同一または異なるものであっ
て、それぞれ独立して、－ＮＲ’－、－Ｏ－、－Ｓｅ－、－Ｐ－および－Ｓ－からなる群
より選択され、前記Ｒ’は、水素、重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基
、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基および電子特性を有する、置換または非置
換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基からなる群より選択され、前記Ｒ１～Ｒ６は、互いに
同一または異なるものであって、それぞれ独立して、水素、重水素、置換または非置換の
Ｃ１～Ｃ２０アルキル基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基および電子特性を
有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基からなる群より選択され、前
記Ｒ１～Ｒ６またはＲ’のうちの少なくともいずれか一つは、電子特性を有する、置換ま
たは非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基である。
【００４４】
　前記Ｘ１またはＸ２のうちの少なくとも一つは、－ＮＲ’－であり、前記Ｒ’は、電子
特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基であり、前記Ｒ１～Ｒ
６は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ独立して、水素、重水素、置換ま
たは非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基および置換または非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基
からなる群より選択さてもよい。
【００４５】
　前記Ｘ１またはＸ２のうちの少なくとも一つは、－ＮＲ’－であり、前記Ｒ’は、置換
または非置換のトリフェニレニル基であってもよい。
【００４６】
　前記電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基は、置換ま
たは非置換のイミダゾリル基、置換または非置換のトリアゾリル基、置換または非置換の
テトラゾリル基、置換または非置換のオキサジアゾリル基、置換または非置換のオキサト
リアゾリル基、置換または非置換のチアトリアゾリル基、置換または非置換のベンズイミ
ダゾリル基、置換または非置換のベンゾトリアゾリル基、置換または非置換のピリジニル
基、置換または非置換のピリミジニル基、置換または非置換のトリアジニル基、置換また
は非置換のピラジニル基、置換または非置換のピリダジニル基、置換または非置換のフリ
ニル基、置換または非置換のキノリニル基、置換または非置換のイソキノリニル基、置換
または非置換のフタラジニル基、置換または非置換のナフピリジニル基、置換または非置
換のキノキサリニル基、置換または非置換のキナゾリニル基、置換または非置換のアクリ
ジニル基、置換または非置換のフェナントロリニル基および置換または非置換のフェナジ
ニル基からなる群より選択され得る。
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【００４７】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式Ｂで表されてもよい。
【００４８】
【化１２】

【００４９】
　前記化学式Ｂ中、Ｘ１は、－Ｏ－、－Ｓｅ－、－Ｐ－および－Ｓ－からなる群より選択
され、Ｒ１～Ｒ６は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ独立して、水素、
重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０
アリール基および置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基からなる群より選択
され、Ａｒは、電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基で
あり、Ｌは、単一結合、置換または非置換のＣ２～Ｃ１０アルケニレン基、置換または非
置換のＣ２～Ｃ１０アルキニレン基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０アリーレン基およ
び置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリーレン基からなる群より選択され、ｎは、
０～２のうちのいずれか一つの整数である。
【００５０】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式Ｂ－１またはＢ－２で表されてもよい。
【００５１】

【化１３】

【００５２】
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【化１４】

【００５３】
　前記化学式Ｂ－１およびＢ－２中、Ｘ１は、－Ｏ－、－Ｓｅ－、－Ｐ－および－Ｓ－か
らなる群より選択され、Ｒ１～Ｒ６は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ
独立して、水素、重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換または非置
換のＣ６～Ｃ３０アリール基および置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基か
らなる群より選択され、Ａｒは、電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘ
テロアリール基であり、Ｌは、単一結合、置換または非置換のＣ２～Ｃ１０アルケニレン
基、置換または非置換のＣ２～Ｃ１０アルキニレン基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０
アリーレン基および置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリーレン基からなる群より
選択され、ｎは０～２のうちのいずれか一つの整数である。
【００５４】
　前記電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基は、置換ま
たは非置換のイミダゾリル基、置換または非置換のトリアゾリル基、置換または非置換の
テトラゾリル基、置換または非置換のオキサジアゾリル基、置換または非置換のオキサト
リアゾリル基、置換または非置換のチアトリアゾリル基、置換または非置換のベンズイミ
ダゾリル基、置換または非置換のベンゾトリアゾリル基、置換または非置換のピリジニル
基、置換または非置換のピリミジニル基、置換または非置換のトリアジニル基、置換また
は非置換のピラジニル基、置換または非置換のピリダジニル基、置換または非置換のフリ
ニル基、置換または非置換のキノリニル基、置換または非置換のイソキノリニル基、置換
または非置換のフタラジニル基、置換または非置換のナフピリジニル基、置換または非置
換のキノキサリニル基、置換または非置換のキナゾリニル基、置換または非置換のアクリ
ジニル基、置換または非置換のフェナントロリニル基および置換または非置換のフェナジ
ニル基からなる群より選択され得る。
【００５５】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式Ｃで表されてもよい。
【００５６】
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【化１５】

【００５７】
　前記化学式Ｃ中、Ｒ１～Ｒ６およびＡｒ２は、互いに同一または異なるものであって、
それぞれ独立して、水素、重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換ま
たは非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基および置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリ
ール基からなる群より選択され、Ａｒ１は、電子特性を有する、置換または非置換のＣ２
～Ｃ３０ヘテロアリール基であり、Ｌは、単一結合、置換または非置換のＣ２～Ｃ１０ア
ルケニレン基、置換または非置換のＣ２～Ｃ１０アルキニレン基、置換または非置換のＣ
６～Ｃ３０アリーレン基および置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリーレン基から
なる群より選択され、ｎは、１または２である。
【００５８】
　前記Ａｒ２は、置換または非置換のトリフェニレニル基であってもよい。
【００５９】
　前記電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基は、置換ま
たは非置換のイミダゾリル基、置換または非置換のトリアゾリル基、置換または非置換の
テトラゾリル基、置換または非置換のオキサジアゾリル基、置換または非置換のオキサト
リアゾリル基、置換または非置換のチアトリアゾリル基、置換または非置換のベンズイミ
ダゾリル基、置換または非置換のベンゾトリアゾリル基、置換または非置換のピリジニル
基、置換または非置換のピリミジニル基、置換または非置換のトリアジニル基、置換また
は非置換のピラジニル基、置換または非置換のピリダジニル基、置換または非置換のフリ
ニル基、置換または非置換のキノリニル基、置換または非置換のイソキノリニル基、置換
または非置換のフタラジニル基、置換または非置換のナフピリジニル基、置換または非置
換のキノキサリニル基、置換または非置換のキナゾリニル基、置換または非置換のアクリ
ジニル基、置換または非置換のフェナントロリニル基および置換または非置換のフェナジ
ニル基からなる群より選択され得る。
【００６０】
　前記有機光電子素子は、有機光電素子、有機発光ダイオード、有機太陽電池、有機トラ
ンジスタ、有機感光体ドラムおよび有機メモリ素子からなる群より選択され得る。
【００６１】
　本発明の他の実施形態によれば、陽極、陰極および前記陽極と陰極との間に配置される
少なくとも一層以上の有機薄膜層を含む有機発光ダイオードにおいて、前記有機薄膜層の
うちの少なくとも一層は、前述した有機光電子素子用化合物を含む有機発光ダイオードを
提供する。
【００６２】
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　前記有機薄膜層は、発光層、正孔輸送層（ＨＴＬ）、正孔注入層（ＨＩＬ）、電子輸送
層（ＥＴＬ）、電子注入層（ＥＩＬ）、正孔阻止層およびこれらの組み合わせからなる群
より選択され得る。
【００６３】
　前記有機光電子素子用化合物は、電子輸送層（ＥＴＬ）または電子注入層（ＥＩＬ）内
に含まれ得る。
【００６４】
　前記有機光電子素子用化合物は、発光層内に含まれ得る。
【００６５】
　前記有機光電子素子用化合物は、発光層内に燐光または蛍光ホスト材料として使用され
得る。
【００６６】
　前記有機光電子素子用化合物は、発光層内に蛍光青色ドーパント材料として使用され得
る。
【００６７】
　本発明のさらに他の実施形態によれば、前述した有機発光ダイオードを含む表示装置を
提供する。
【発明の効果】
【００６８】
　本発明によれば、優れた電気化学的および熱的安定性により寿命特性に優れ、低い駆動
電圧でも高い発光効率を有する有機発光ダイオードを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００６９】
【図１】本発明の多様な実施形態による有機光電子素子用化合物を用いて製造され得る有
機発光ダイオードを示す断面図である。
【図２】本発明の多様な実施形態による有機光電子素子用化合物を用いて製造され得る有
機発光ダイオードを示す断面図である。
【図３】本発明の多様な実施形態による有機光電子素子用化合物を用いて製造され得る有
機発光ダイオードを示す断面図である。
【図４】本発明の多様な実施形態による有機光電子素子用化合物を用いて製造され得る有
機発光ダイオードを示す断面図である。
【図５】本発明の多様な実施形態による有機光電子素子用化合物を用いて製造され得る有
機発光ダイオードを示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００７０】
　以下、本発明の例示的な実施形態を詳しく説明する。但し、これらの実施形態は単なる
例示であり、これらによって本発明が制限されず、後述する特許請求の範囲の範疇のみに
よって定義される。
【００７１】
　本明細書で「置換」の用語は、別途の定義がない限り、置換基または化合物中の少なく
とも一つの水素が重水素、ハロゲン基、ヒドロキシ基、アミノ基、置換または非置換のＣ
１～Ｃ２０アミン基、ニトロ基、置換または非置換のＣ３～Ｃ４０シリル基、Ｃ１～Ｃ３
０アルキル基、Ｃ１～Ｃ１０アルキルシリル基、Ｃ３～Ｃ３０シクロアルキル基、Ｃ６～
Ｃ３０アリール基、Ｃ１～Ｃ２０アルコキシ基、フルオロ基、トリフルオロメチル基など
のＣ１～Ｃ１０トリフルオロアルキル基、またはシアノ基で置換されたものを意味する。
【００７２】
　本明細書で「ヘテロ」の用語は、別途の定義がない限り、一つの作用基内にＮ、Ｏ、Ｓ
およびＰからなる群より選択されるヘテロ原子を１～３個含有し、残りは炭素であるもの
を意味する。
【００７３】
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　本明細書で「これらの組み合わせ」の用語は、別途の定義がない限り、二つ以上の置換
基が連結基で結合されていたり、二つ以上の置換基が縮合して結合されているものを意味
する。
【００７４】
　本明細書で「アルキル（ａｌｋｙｌ）」基の用語は、別途の定義がない限り、脂肪族炭
化水素基を意味する。アルキル基は、二重結合または三重結合を含まない「飽和アルキル
（ｓａｔｕｒａｔｅｄ　ａｌｋｙｌ）」基であってもよい。
【００７５】
　アルキル基は、少なくとも一つのアルケニル基またはアルキニル基を含んでいる「不飽
和アルキル（ｕｎｓａｔｕｒａｔｅｄ　ａｌｋｙｌ）」基であってもよい。飽和や不飽和
に関係なくアルキル基は分枝型、直鎖型または環状であってもよい。
【００７６】
　アルキル基は、Ｃ１～Ｃ２０アルキルであってもよい。アルキル基は、Ｃ１～Ｃ１０の
中間サイズのアルキルであってもよい。アルキル基は、Ｃ１～Ｃ６低級アルキルであって
もよい。
【００７７】
　例えば、Ｃ１～Ｃ４アルキル基は、アルキル鎖に１～４個の炭素原子、つまり、アルキ
ル鎖はメチル、エチル、プロピル、イソ－プロピル、ｎ－ブチル、イソ－ブチル、ｓｅｃ
－ブチルおよびｔ－ブチルからなる群より選択されるものを意味する。
【００７８】
　例えば、アルキル基は、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基
、イソブチル基、ｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基、エテニル基、プロペニル基、
ブテニル基、シクロプロピル基、シクロブチル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基
などであってもよい。
【００７９】
　用語「芳香族基」は、環形態である作用基のすべての元素がｐ－オビタルを有しており
、これらｐ－オビタルが共役（ｃｏｎｊｕｇａｔｉｏｎ）を形成している作用基を意味す
る。具体的な例としてアリール基とヘテロアリール基がある。
【００８０】
　用語「アリール（ａｒｙｌ）」基は、モノサイクリックまたは融合環ポリサイクリック
（つまり、炭素原子の隣接した対を分けて有する環）作用基を含む。
【００８１】
　用語「ヘテロアリール（ｈｅｔｅｒｏａｒｙｌ）」基は、アリール基内にＮ、Ｏ、Ｓお
よびＰからなる群より選択されるヘテロ原子を１～３個含有し、残りは炭素であるものを
意味する。前記ヘテロアリール基が融合環である場合、それぞれの環ごとに前記ヘテロ原
子を１～３個含むことができる。
【００８２】
　用語「スピロ（ｓｐｉｒｏ）構造」は、一つの炭素を接続点として有している環構造を
意味する。また、スピロ構造は、スピロ構造を含む化合物またはスピロ構造を含む置換基
としても使用され得る。
【００８３】
　本明細書で正孔特性とは、ＨＯＭＯ準位に応じて電導特性を有して陽極で形成された正
孔の発光層への注入および発光層での移動を容易にする特性を意味する。
【００８４】
　また本明細書で電子特性とは、ＬＵＭＯ準位に応じて電導特性を有して陰極で形成され
た電子の発光層への注入および発光層での移動を容易にする特性を意味する。
【００８５】
　本発明の一実施形態による有機光電子素子用化合物は、二つのカルバゾールまたはカル
バゾール系誘導体が結合されたコア部分に置換基が選択的に結合された構造を有する。
【００８６】
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　前記コアに結合された置換基のうちの少なくとも一つは、電子特性に優れた置換基であ
ってもよい。
【００８７】
　したがって、前記化合物は、正孔特性に優れたカルバゾール構造に電子特性を補強して
発光層で要求される条件を満たすことができる。より具体的に発光層のホスト材料として
利用が可能である。
【００８８】
　また、前記有機光電子素子用化合物は、コア部分とコア部分に置換された置換基に多様
な他の置換基を導入することによって多様なエネルギーバンドギャップを有する化合物に
なり得る。したがって、前記化合物は、電子注入層（ＥＩＬ）および伝達層または正孔注
入層（ＨＩＬ）および伝達層としても利用が可能である。
【００８９】
　前記化合物の置換基に応じて適切なエネルギー準位を有する化合物を有機光電素子に使
用することによって、電子伝達能力が強化されて効率および駆動電圧の面で優れた効果を
有し、電気化学的および熱的安定性に優れて有機光電素子の駆動時に寿命特性を向上させ
ることができる。
【００９０】
　このような本発明の一実施形態によれば、下記化学式１で表される有機光電子素子用化
合物を提供する。
【００９１】
　本発明の一実施形態では、下記化学式１で表される有機光電子素子用化合物を提供する
。
【００９２】
【化１６】

【００９３】
　前記化学式１中、Ｘ１およびＸ２は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ
独立して、－ＮＲ’－、－Ｏ－、－Ｓｅ－、－Ｐ－および－Ｓ－からなる群より選択され
得る。
【００９４】
　また、前記Ｒ’は、水素、重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換
または非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基および電子特性を有する、置換または非置換のＣ
２～Ｃ３０ヘテロアリール基からなる群より選択され得る。
【００９５】
　つまり、前記化学式１で表される化合物は、バイポーラ（ｂｉ－ｐｏｌａｒ）特性に優
れたカルバゾールまたはカルバゾール系誘導体をコアとして有することができる。
【００９６】
　前記Ｒ１～Ｒ６は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ独立して、水素、
重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０
アリール基および電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基
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からなる群より選択され、前記Ｒ１～Ｒ６またはＲ’のうちの少なくともいずれか一つは
、電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基であってもよい
。
【００９７】
　前記Ｒ１～Ｒ６およびＲ’の置換基のうちパイ結合が存在する置換基は、化合物全体の
パイ共役長（π－ｃｏｎｊｕｇａｔｉｏｎ　ｌｅｎｇｔｈ）を調節して三重項エネルギー
バンドギャップを大きくすることによって、燐光ホストとして有機光電素子の発光層に非
常に有用に適用され得るようにする役割を果たすことができる。
【００９８】
　また、前記置換基の適切な組み合わせにより熱的安定性または酸化に対する抵抗性に優
れた構造の化合物を製造することができるようになる。
【００９９】
　置換基の適切な組み合わせにより非対称バイポーラ（ｂｉｐｏｌａｒ）特性の構造を製
造することができ、前記非対称バイポーラ特性の構造は正孔と電子伝達能力を向上させて
素子の発光効率と性能向上を期待することができる。
【０１００】
　また、置換基の調節により化合物の構造をバルクに製造することができ、これによって
結晶化度を低下させることができる。化合物の結晶化度が低下されると、素子の寿命が延
長され得る。
【０１０１】
　前述のように前記化合物の置換基のうちのいずれか一つは、電子特性を有する、置換ま
たは非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基であってもよい。
【０１０２】
　前記電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基の具体的な
例としては、置換または非置換のイミダゾリル基、置換または非置換のトリアゾリル基、
置換または非置換のテトラゾリル基、置換または非置換のオキサジアゾリル基、置換また
は非置換のオキサトリアゾリル基、置換または非置換のチアトリアゾリル基、置換または
非置換のベンズイミダゾリル基、置換または非置換のベンゾトリアゾリル基、置換または
非置換のピリジニル基、置換または非置換のピリミジニル基、置換または非置換のトリア
ジニル基、置換または非置換のピラジニル基、置換または比置換されたピリダジニル基、
キノリン、置換または非置換のイソキノリン、置換または非置換のフタラジン、置換また
は非置換のナフピリジン、置換または非置換のキノキサリン、置換または非置換のキナゾ
リン、置換または非置換のアクリジン、置換または非置換のフェナントロリン、置換また
は非置換のフェナジンなどがある。
【０１０３】
　前記化学式１で表される有機光電子素子用化合物は、下記化学式２で表されてもよい。
【０１０４】
【化１７】

【０１０５】
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　つまり、コアであるカルバゾールまたはカルバゾール系誘導体の結合位置が前記化学式
２のように結合されてもよい。前記結合位置はカルバゾールまたはカルバゾール系誘導体
の反応性が良い位置のうちの一つで、化合物の合成時に利点があり得る。
【０１０６】
　前記化学式１または２中、Ｘ１およびＸ２は、前述したヘテロ原子であってもよく、互
いに同一でも異なっていてもよい。より具体的には、Ｘ１およびＸ２は共に－ＮＲ’－で
あってもよい。
【０１０７】
　前記化学式１または２中、電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロ
アリール基の結合位置は、Ｘ１が－ＮＲ’－である時、Ｒ’であってもよい。
【０１０８】
　前記位置に結合する場合、エネルギーバンドの変化をもたらし得る化合物全体の共役長
の変化を最小化しながら電子伝達／輸送特性を有する置換基を導入することができる長所
がある。
【０１０９】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式ＡまたはＡ－１で表されてもよい。
【０１１０】
【化１８】

【０１１１】
【化１９】

【０１１２】
　前記化学式ＡおよびＡ－１中、Ｘ１およびＸ２は、互いに同一または異なるものであっ
て、それぞれ独立して、－ＮＲ’－、－Ｏ－、－Ｓｅ－、－Ｐ－および－Ｓ－からなる群
より選択され、前記Ｒ’は、水素、重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基
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、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基および電子特性を有する、置換または非置
換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基からなる群より選択され、前記Ｒ１～Ｒ６は、互いに
同一または異なるものであって、それぞれ独立して、水素、重水素、置換または非置換の
Ｃ１～Ｃ２０アルキル基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基および電子特性を
有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基からなる群より選択され、前
記Ｒ１～Ｒ６またはＲ’のうちの少なくともいずれか一つは、電子特性を有する、置換ま
たは非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基である。
【０１１３】
　前記構造は、前述した化学式１で表される有機光電子素子用化合物の構造で両カルバゾ
リル基の結合位置が互いに異なる構造である。このような構造の場合、分子構造をさらに
非平面化させて共役長を限定させるため、バンドギャップおよび三重項エネルギーバンド
ギャップを向上させることができる長所がある。
【０１１４】
　また、前記Ｘ１またはＸ２のうちの少なくとも一つは、－ＮＲ’－であり、前記Ｒ’は
、電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基であり、前記Ｒ
１～Ｒ６は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ独立して、水素、重水素、
置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基および置換または非置換のＣ６～Ｃ３０アリ
ール基からなる群より選択され得る。
【０１１５】
　また、前記Ｘ１またはＸ２のうちの少なくとも一つは、－ＮＲ’－であり、前記Ｒ’は
、置換または非置換のトリフェニレニル基であってもよい。
【０１１６】
　前記化合物でトリフェニレニル基は、バルクな構造を有し、共鳴効果（ｒｅｓｏｎａｎ
ｃｅ　ｅｆｆｅｃｔ）を発生させるため、固体状態で発生し得る副反応を抑制する効果を
有して有機発光ダイオードの性能を増加させることができる。
【０１１７】
　また、化合物をバルクに作って結晶化度を低下させ、寿命を増加させる効果を有するこ
とができる。
【０１１８】
　前記トリフェニレニル基は、他の置換体とは異なってバンドギャップが広く、三重項励
起エネルギーが大きいため、カルバゾールに結合して化合物のバンドギャップや三重項励
起エネルギーを減らさないため、より大きい長所を有する。
【０１１９】
　前記化学式ＡおよびＡ－１の具体的な置換基と関連した内容は、前述した化学式１と類
似しているため省略する。
【０１２０】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式Ｂで表されてもよい。
【０１２１】
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【化２０】

【０１２２】
　前記化学式Ｂ中、Ｘ１は、－Ｏ－、－Ｓｅ－、－Ｐ－および－Ｓ－からなる群より選択
され、Ｒ１～Ｒ６は、互いに同一または異なるものであって、それぞれ独立して、水素、
重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０
アリール基および置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基からなる群より選択
され、Ａｒは、電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基で
あり、Ｌは、単一結合、置換または非置換のＣ２～Ｃ１０アルケニレン基、置換または非
置換のＣ２～Ｃ１０アルキニレン基、置換または非置換のＣ６～Ｃ３０アリーレン基およ
び置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリーレン基からなる群より選択され、ｎは、
０～２のうちのいずれか一つの整数である。
【０１２３】
　前記化学式Ｂの構造は、前述した化学式１の構造で両カルバゾール系誘導体のうちのい
ずれか一つは、カルバゾールであり、他の一つは、カルバゾールを除いたカルバゾリル系
誘導体である構造である。また、電子特性を有する置換基がカルバゾールのＮに結合され
た構造である。このような構造の場合、物質の共役長の変化に影響を与えずに電子特性を
有する置換基を導入することができる長所がある。
【０１２４】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式Ｂ－１またはＢ－２で表されてもよい。
【０１２５】
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【０１２６】
【化２２】

【０１２７】
　前記化学式Ｂ－１およびＢ－２の構造は、前記化学式Ｂの構造で両カルバゾリル系誘導
体の結合位置が限定されたものである。このようなコア構造の場合、適切なＨＯＭＯエネ
ルギーを有することができるため、合成が容易な長所がある。
【０１２８】
　その他の前記化学式Ｂ、Ｂ－１およびＢ－２の置換基に対する説明は、前述した化学式
１の説明と類似するため省略する。
【０１２９】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式Ｃで表されてもよい。
【０１３０】
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【０１３１】
　前記化学式Ｃ中、Ｒ１～Ｒ６およびＡｒ２は、互いに同一または異なるものであって、
それぞれ独立して、水素、重水素、置換または非置換のＣ１～Ｃ２０アルキル基、置換ま
たは非置換のＣ６～Ｃ３０アリール基および置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリ
ール基からなる群より選択され、Ａｒ１は、電子特性を有する、置換または非置換のＣ２
～Ｃ３０ヘテロアリール基であり、Ｌは、単一結合、置換または非置換のＣ２～Ｃ１０ア
ルケニレン基、置換または非置換のＣ２～Ｃ１０アルキニレン基、置換または非置換のＣ
６～Ｃ３０アリーレン基および置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリーレン基から
なる群より選択され、ｎは、１または２である。
【０１３２】
　前記化学式Ｃの構造は、前記化学式１の構造で両カルバゾール系誘導体をカルバゾール
に限定し、その結合位置も限定した構造である。また、カルバゾールの窒素に連結基をお
いて電子特性を有する置換基が結合された構造である。このような構造はＬＵＭＯのエネ
ルギー分布をさらに非局在化させて電子特性を有する置換基の安定性を向上させ、ＬＵＭ
Ｏのエネルギーバンドを低下させることができる長所がある。
【０１３３】
　前記Ａｒ２は、置換または非置換のトリフェニレニル基であってもよい。トリフェニレ
ニル基に対する説明は前述と同一であるため省略する。
【０１３４】
　また、その他の置換基に対する説明も前述した化学式１の説明と類似しているため省略
する。
【０１３５】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式３～化学式５４で表されるものを使用する
ことができる。しかし、本発明が下記化合物に限定されない。
【０１３６】
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【化２４】

【０１３７】
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【化２５】

【０１３８】
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【化２６】

【０１３９】
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【化２７】

【０１４０】
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【化２８】

【０１４１】
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【化２９】

【０１４２】
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【０１４３】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式Ａ－２～Ａ－２６のうちのいずれか一つで
表されてもよいが、これに限定されない。
【０１４４】
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【０１４５】
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【化３２】

【０１４６】
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【化３３】

【０１４７】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式Ｂ－３～Ｂ－２２のうちのいずれか一つで
表されてもよいが、これに限定されない。
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【０１４８】
【化３４】

【０１４９】
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【０１５０】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式Ｃ－１～Ｃ－１８のうちのいずれか一つで
表されてもよいが、これに限定されない。
【０１５１】
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【０１５２】
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【化３７】

【０１５３】
　前記のような化合物を含む有機光電子素子用化合物は、ガラス転移温度が１１０℃以上
であり、熱分解温度が４００℃以上で、熱的安定性に優れている。これによって高効率の
有機光電子素子の実現が可能である。
【０１５４】
　このような化合物を含む有機光電子素子用化合物は、発光、または電子注入および／ま



(61) JP 2013-533604 A 2013.8.22

10

20

30

40

50

たは輸送の役割を果たすことができ、適切なドーパントと共に発光ホストとしての役割も
果たすことができる。つまり、前記有機光電子素子用化合物は、燐光または蛍光のホスト
材料、青色の発光ドーパント材料、または電子輸送材料として使用され得る。
【０１５５】
　本発明の一実施形態による有機光電子素子用化合物は、有機薄膜層に使用されて有機光
電子素子の寿命特性、効率特性、電気化学的安定性および熱的安定性を向上させ、駆動電
圧を低下させることができる。
【０１５６】
　これによって、本発明の一実施形態は、前記有機光電子素子用化合物を含む有機光電子
素子を提供する。この時、前記有機光電子素子とは、有機光電素子、有機発光ダイオード
、有機太陽電池、有機トランジスタ、有機感光体ドラム、有機メモリ素子などを意味する
。特に、有機太陽電池の場合には本発明の一実施形態による有機光電子素子用化合物が電
極や電極バッファー層に含まれて量子効率を増加させ、有機トランジスタの場合にはゲー
ト、ソース－ドレイン電極などで電極物質として使用され得る。
【０１５７】
　以下、有機発光ダイオードについて具体的に説明する。
【０１５８】
　本発明の他の一実施形態は、陽極、陰極および前記陽極と陰極との間に配置される少な
くとも一層以上の有機薄膜層を含む有機発光ダイオードにおいて、前記有機薄膜層のうち
の少なくとも一層は、本発明の一実施形態による有機光電子素子用化合物を含む有機発光
ダイオードを提供する。
【０１５９】
　前記有機光電子素子用化合物を含むことができる有機薄膜層としては、発光層、正孔輸
送層（ＨＴＬ）、正孔注入層（ＨＩＬ）、電子輸送層（ＥＴＬ）、電子注入層（ＥＩＬ）
、正孔阻止層およびこれらの組み合わせからなる群より選択される層を含むことができ、
このうち少なくともいずれか一層は、本発明による有機光電子素子用化合物を含む。特に
、電子輸送層または電子注入層に本発明の一実施形態による有機光電子素子用化合物を含
むことができる。また、前記有機光電子素子用化合物が発光層内に含まれる場合、前記有
機光電子素子用化合物は、燐光または蛍光ホストとして含まれてもよく、特に、蛍光青色
ドーパント材料として含まれてもよい。
【０１６０】
　図１～図５は、本発明の多様な実施形態による有機光電子素子用化合物を含む有機発光
ダイオードの断面図である。
【０１６１】
　図１～図５を参照すれば、本発明の多様な実施形態による有機光電素子１００、２００
、３００、４００、５００は、陽極１２０、陰極１１０およびこの陽極と陰極との間に配
置された少なくとも一層の有機薄膜層１０５を含む構造を有する。
【０１６２】
　前記陽極１２０は、陽極物質を含み、この陽極物質としては、通常有機薄膜層へ正孔注
入が円滑に行われるように仕事関数が大きい物質が好ましい。前記陽極物質の具体的な例
としては、ニッケル、白金、バナジウム、クロム、銅、亜鉛、金のような金属またはこれ
らの合金が挙げられ、亜鉛酸化物、インジウム酸化物、インジウムスズ酸化物（ＩＴＯ）
、インジウム亜鉛酸化物（ＩＺＯ）のような金属酸化物が挙げられ、ＺｎＯとＡｌまたは
ＳｎＯ２とＳｂのような金属と酸化物の組み合わせが挙げられ、ポリ（３－メチルチオフ
ェン）、ポリ［３，４－（エチレン－１，２－ジオキシ）チオフェン］（ｐｏｌｙｅｈｔ
ｙｌｅｎｅｄｉｏｘｙｔｈｉｏｐｈｅｎｅ：ＰＥＤＴ）、ポリピロールおよびポリアニリ
ンのような伝導性高分子などが挙げられるが、これに限定されない。好ましくは、前記陽
極としてＩＴＯ（ｉｎｄｉｕｍ　ｔｉｎ　ｏｘｉｄｅ）を含む透明電極を使用することが
できる。
【０１６３】
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　前記陰極１１０は、陰極物質を含み、この陰極物質としては、通常有機薄膜層へ電子注
入が容易に行われるように仕事関数が小さい物質であることが好ましい。陰極物質の具体
的な例としては、マグネシウム、カルシウム、ナトリウム、カリウム、チタニウム、イン
ジウム、イットリウム、リチウム、ガドリニウム、アルミニウム、銀、スズ、鉛、セシウ
ム、バリウムなどのような金属またはこれらの合金が挙げられ、ＬｉＦ／Ａｌ、ＬｉＯ２

／Ａｌ、ＬｉＦ／Ｃａ、ＬｉＦ／ＡｌおよびＢａＦ２／Ｃａのような多層構造物質などが
挙げられるが、これに限定されない。好ましくは、前記陰極としてアルミニウムなどのよ
うな金属電極を使用することができる。
【０１６４】
　まず、図１を参照すれば、図１は、有機薄膜層１０５として発光層１３０のみが存在す
る有機光電素子１００を示した図面であり、前記有機薄膜層１０５は、発光層１３０のみ
で存在してもよい。
【０１６５】
　図２を参照すれば、図２は、有機薄膜層１０５として電子輸送層（ＥＴＬ）を含む発光
層２３０と正孔輸送層（ＨＴＬ）１４０が存在する２層型有機光電素子２００を示した図
面であり、図２に示されているように、有機薄膜層１０５は、発光層２３０および正孔輸
送層（ＨＴＬ）１４０を含む２層型であってもよい。この場合、発光層１３０は電子輸送
層（ＥＴＬ）の機能を果たし、正孔輸送層（ＨＴＬ）１４０はＩＴＯのような透明電極と
の接合性および正孔輸送性を向上させる機能を果たす。
【０１６６】
　図３を参照すれば、図３は、有機薄膜層１０５として電子輸送層（ＥＴＬ）１５０、発
光層１３０および正孔輸送層（ＨＴＬ）１４０が存在する３層型有機光電素子３００を示
した図面であり、前記有機薄膜層１０５で発光層１３０は独立した形態からなっており、
電子輸送性や正孔輸送性に優れた膜（電子輸送層（ＥＴＬ）１５０および正孔輸送層（Ｈ
ＴＬ）１４０）を別途の層で積んだ形態を示している。
【０１６７】
　図４を参照すれば、図４は、有機薄膜層１０５として電子注入層（ＥＩＬ）１６０、発
光層１３０、正孔輸送層（ＨＴＬ）１４０および正孔注入層（ＨＩＬ）１７０が存在する
４層型有機光電素子４００を示した図面であり、前記正孔注入層（ＨＩＬ）１７０は陽極
として使用されるＩＴＯとの接合性を向上させることができる。
【０１６８】
　図５を参照すれば、図５は、有機薄膜層１０５として電子注入層（ＥＩＬ）１６０、電
子輸送層（ＥＴＬ）１５０、発光層１３０、正孔輸送層（ＨＴＬ）１４０および正孔注入
層（ＨＩＬ）１７０のようなそれぞれ異なる機能を果たす５層が存在する５層型有機光電
素子５００を示した図面であり、前記有機光電素子５００は、電子注入層（ＥＩＬ）１６
０を別途に形成して低電圧化に効果的である。
【０１６９】
　前記図１～図５において前記有機薄膜層１０５をなす電子輸送層（ＥＴＬ）１５０、電
子注入層（ＥＩＬ）１６０、発光層１３０、２３０、正孔輸送層（ＨＴＬ）１４０、正孔
注入層（ＨＩＬ）１７０およびこれらの組み合わせからなる群より選択されるいずれか一
つは、前記有機光電子素子用化合物を含む。この時、前記有機光電子素子用化合物は、前
記電子輸送層（ＥＴＬ）１５０または電子注入層（ＥＩＬ）１６０を含む電子輸送層（Ｅ
ＴＬ）１５０に使用され得、その中でも電子輸送層（ＥＴＬ）に含まれる場合、正孔阻止
層（図示せず）を別途に形成する必要がないため、より単純化された構造の有機光電素子
を提供することができるため好ましい。
【０１７０】
　また、前記有機光電素子用化合物が発光層１３０、２３０内に含まれる場合、前記有機
光電素子用化合物は燐光または蛍光ホストとして含まれ得、または蛍光青色ドーパントと
して含まれ得る。
【０１７１】
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　上述した有機発光ダイオードは、基板に陽極を形成した後、真空蒸着法（ｅｖａｐｏｒ
ａｔｉｏｎ）、スパッタリング（ｓｐｕｔｔｅｒｉｎｇ）、プラズマメッキおよびイオン
メッキのような乾式成膜法、またはスピンコーティング（ｓｐｉｎ　ｃｏａｔｉｎｇ）、
浸漬法（ｄｉｐｐｉｎｇ）、流動コーティング法（ｆｌｏｗ　ｃｏａｔｉｎｇ）のような
湿式成膜法などで有機薄膜層を形成した後、その上に陰極を形成して製造することができ
る。
【０１７２】
　本発明のさらに他の一実施形態によれば、前記有機光電素子を含む表示装置を提供する
。
【実施例】
【０１７３】
　以下の実施例を用いて本発明をより詳細に説明する。但し、これらの実施例は本発明を
具体的に例示または説明するためのものに過ぎず、これらによって本発明が制限されては
ならないことが理解されるであろう。
【０１７４】
　（有機光電子素子用化合物の製造）
　〔実施例１〕：化学式４で表される化合物の合成
　本発明の有機光電子素子用化合物のより具体的な例として提示された前記化学式４で表
される化合物は、下記反応式１の方法に従って合成された。
【０１７５】
【化３８】

【０１７６】
　第１段階：化合物Ａの合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き２５０ｍＬの丸底フラスコで化合物３－ブロモ－カルバゾー
ル５ｇ（２０ｍｍｏｌ）、Ｎ－フェニル－カルバゾールボロン酸ピナコラート９ｇ（２４
ｍｍｏｌ）およびテトラヒドロフラン１００ｍＬと２Ｍ－炭酸カリウム水溶液を混合した
後、窒素気流下で１２時間加熱還流した。反応終結後、反応物にヘキサンを注いでできる
固形物を濾過した後、固形物を再びトルエンとテトラヒドロフラン（５０：５０体積比）
混合溶液に溶かして活性炭と無水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後
、ジクロロメタンとヘキサンを利用して再結晶して化合物Ａを７．８ｇ（収率６０％）得
た。
【０１７７】
　第２段階：化学式４で表される化合物の合成
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　１００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ａで表される中間体生成物３．５ｇ（８．５５ｍｍ
ｏｌ）、２－クロロ－４，６－ジフェニル－ピリミジン２．７４ｇ（１０．２６ｍｍｏｌ
）、ＮａＨとジメチルホルムアミドを入れた後、窒素気流下で室温で撹拌した。有機溶媒
を減圧蒸留下で除去した後、カラムクロマトグラフィーを利用して分離して３．８２３ｇ
（収率：７０％）の化学式４で表される化合物を得た。
【０１７８】
　前記得られた化学式４で表される化合物を元素分析で分析した結果は次の通りである。
【０１７９】
　ｃａｌｃｄ．Ｃ４６Ｈ３０Ｎ４：Ｃ，８６．４９；Ｈ，４．７３；Ｎ，８．７７；ｆｏ
ｕｎｄ：Ｃ，８６．２４；Ｈ，４．８９；Ｎ，８．５５。
【０１８０】
　〔実施例２〕：化学式５で表される化合物の合成
　本発明の有機光電子素子用化合物のより具体的な例として提示された前記化学式５で表
される化合物は、下記反応式２の方法に従って合成された。
【０１８１】
【化３９】

【０１８２】
　化学式５で表される化合物の合成
　１００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ａで表される中間体生成物３．５ｇ（８．５５ｍｍ
ｏｌ）、２－クロロ－４，６－ビフェニル－ピリミジン２．７４ｇ（１０．２６ｍｍｏｌ
）、ＮａＨとジメチルホルムアミドを入れた後、窒素気流下で室温で撹拌した。有機溶媒
を減圧蒸留下で除去した後、カラムクロマトグラフィーを利用して分離して４．１ｇ（収
率：７５％）の化合物６を得た。
【０１８３】
　前記得られた化学式５で表される化合物を元素分析で分析した結果は次の通りである。
【０１８４】
　ｃａｌｃｄ．Ｃ４５Ｈ２９Ｎ５：Ｃ，８４．４８；Ｈ，４．５７；Ｎ、１０．９５；ｆ
ｏｕｎｄ：Ｃ，８４．２４；Ｈ，４．６５；Ｎ、１０．５５。
【０１８５】
　〔実施例３〕：化学式１４で表される化合物の合成
　本発明の有機光電子素子用化合物のより具体的な例として提示された前記化学式１４で
表される化合物は、下記反応式３の方法に従って合成された。
【０１８６】
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【化４０】

【０１８７】
　第１段階：化合物Ｂの合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き２５０ｍＬの丸底フラスコで化合物３－ブロモ－Ｎ－フェニ
ル－６－フェニルカルバゾール５ｇ（１２．６ｍｍｏｌ）、３－フェニルカルバゾールボ
ロン酸ピナコラート５．５６ｇ（１５ｍｍｏｌ）およびテトラヒドロフラン１００ｍＬと
２Ｍ－炭酸カリウム水溶液を混合した後、窒素気流下で１２時間加熱還流した。反応終結
後、反応物にヘキサンを注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びトルエンとテト
ラヒドロフラン（５０：５０体積比）混合溶液に溶かして活性炭と無水硫酸マグネシウム
を入れて撹拌した。溶液を濾過した後、ジクロロメタンとヘキサンを利用して再結晶して
化合物Ｂを６．５ｇ（収率６５％）得た。
【０１８８】
　第２段階：化学式１４で表される化合物の合成
　２５０ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｂで表される中間体生成物６ｇ（１０．５ｍｍｏｌ
）、２－クロロ－４，６－ジフェニル－トリアジン３．４４ｇ（１２．８４ｍｍｏｌ）、
ＮａＨとジメチルホルムアミドを入れた後、窒素気流下で室温で撹拌した。有機溶媒を減
圧蒸留下で除去した後、カラムクロマトグラフィーを利用して分離して３．８２５ｇ（収
率：７０％）の化学式１４で表される化合物を得た。
【０１８９】
　前記得られた化学式１４で表される化合物を元素分析で分析した結果は次の通りである
。
【０１９０】
　ｃａｌｃｄ．Ｃ５７Ｈ３７Ｎ５：Ｃ，８６．４５；Ｈ，４．７１；Ｎ，８．８４；ｆｏ
ｕｎｄ：Ｃ，８６．１５；Ｈ，４．５７；Ｎ，８．５７。
【０１９１】
　〔実施例４〕：化学式Ａ－２で表される化合物の合成
　本発明の有機光電子素子用化合物のより具体的な例として提示された前記化学式Ａ－２
で表される化合物は、下記反応式４の方法に従って合成された。
【０１９２】
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【化４１】

【０１９３】
　第１段階：化合物Ｃの合成
　１０００ｍＬの丸底フラスコで３－ブロモカルバゾール２８．４ｇ（１１５．４６ｍｍ
ｏｌ）、２－クロロ－４，６－ジフェニル－ピリミジン３６．９５ｇ（１３８．５５ｍｍ
ｏｌ）、ＮａＨの６．９３ｇをジメチルホルムアミドに入れた後、窒素気流下で室温で１
２時間撹拌した。反応物を蒸溜水に入れて結晶化した。結晶化された固形分を濾過した後
、モノクロロベンゼンとヘキサンで再結晶して５３ｇ（収率：９６％）の中間体Ｃで表さ
れる化合物を得た。
【０１９４】
　第２段階：化学式Ａ－２で表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き１０００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｃで表される化合物２
２．２６ｇ（４６．７ｍｍｏｌ）、Ｎ－フェニル－カルバゾールボロン酸ピナコラート２
０．７１ｇ（５６．１ｍｍｏｌ）およびテトラヒドロフラン２００ｍＬとトルエン２００
ｍｌおよび２Ｍ－炭酸カリウム水溶液２００ｍｌを混合した後、窒素気流下で１２時間加
熱還流した。反応終結後、反応物にヘキサンを注いでできる固形物を濾過した後、固形物
を再びトルエンとテトラヒドロフラン（５０：５０体積比）混合溶液に溶かして活性炭と
無水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼンとメタノー
ルを利用して再結晶して化合物Ａ－２を２０ｇ（収率７０％）得た。
【０１９５】
　ｃａｌｃｄ．Ｃ４６Ｈ３０Ｎ４：Ｃ，８６．４９；Ｈ，４．７３；Ｎ，８．７７；ｆｏ
ｕｎｄ：Ｃ，８６．４４；Ｈ，４．７４；Ｎ，８．７５。
【０１９６】
　〔実施例５〕：化学式Ａ－１０で表される化合物の合成
　本発明の有機光電子素子用化合物のより具体的な例として提示された前記化学式Ａ－１
０で表される化合物は、下記反応式５の方法に従って合成された。
【０１９７】
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【化４２】

【０１９８】
　第１段階：化学式Ｄで表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物２－ブロモ－カルバゾー
ル１７．６６ｇ（７１．７ｍｍｏｌ）、Ｎ－フェニル－カルバゾールボロン酸ピナコラー
ト２２．０８ｇ（５９．８ｍｍｏｌ）およびテトラヒドロフラン１００ｍＬと２Ｍ－炭酸
カリウム水溶液１００ｍｌを混合した後、窒素気流下で１２時間加熱還流した。反応終結
後、反応物にヘキサンを注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びトルエンとテト
ラヒドロフラン（５０：５０体積比）混合溶液に溶かして活性炭と無水硫酸マグネシウム
を入れて撹拌した。溶液を濾過した後、ジクロロメタンとヘキサンを利用して再結晶して
化合物Ｄを１９ｇ（（収率６５％）得た。
【０１９９】
　第２段階：化学式Ａ－１０で表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｄで表される化合物８．
３ｇ（２０．５３ｍｍｏｌ）、２－ブロモ－４，６－ジペチルピリジン７．６４ｇ（２４
．６４ｍｍｏｌ）および第３級ブトキシナトリウム３．３５ｇ（３４．９ｍｍｏｌ）をト
ルエン２００ｍｌに溶かした後、パラジウムジベンジリデンアミン０．４７ｇ（０．５１
ｍｍｏｌ）と第３級ブチルリン０．７７ｍｌ（１．５４ｍｍｏｌ）を滴下した。反応溶液
を窒素気流下で１２時間１１０℃に加熱して撹拌した。反応終結後、反応物にメタノール
を注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びクロロベンゼンに溶かして活性炭と無
水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼンとメタノール
を利用して再結晶して化合物Ａ－１０を１１ｇ（収率８４％）得た。
【０２００】
　ｃａｌｃｄ．Ｃ４７Ｈ３１Ｎ３：Ｃ，８８．５１；Ｈ，４．９０；Ｎ，６．５９；ｆｏ
ｕｎｄ：Ｃ，８８．４９；Ｈ，４．９１；Ｎ，６．６１。
【０２０１】
　〔実施例６〕：化学式Ａ－１２で表される化合物の合成
　本発明の有機光電子素子用化合物のより具体的な例として提示された前記化学式Ａ－１
２で表される化合物は、下記反応式３の方法に従って合成された。
【０２０２】
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【化４３】

【０２０３】
　第１段階：化合物Ｅの合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き１０００ｍＬの丸底フラスコで化合物２－ブロモカルバゾー
ル２２．２２ｇ（９０．３ｍｍｏｌ）、４－ヨードビフェニル３７．９４ｇ（１３５．５
ｍｍｏｌ）および炭酸カリウム１８．７２ｇ（１３５．５ｍｍｏｌ）をジメチルスルホキ
シド４００ｍｌに溶かした後、１，１０－フェナントロリン３．２６ｇ（１３５．４７ｍ
ｍｏｌ）と塩化銅（Ｉ）１．７９ｇ（１８．０６ｍｍｏｌ）を滴下した。反応溶液を窒素
気流下で１２時間１５０℃に加熱して撹拌した。反応終結後、反応物に蒸溜水を注いでで
きる固形物を濾過した後、固形物を再びクロロベンゼンに溶かして活性炭と無水硫酸マグ
ネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼンとメタノールを利用して
再結晶して化合物Ｅを２５ｇ（収率７０％）得た。
【０２０４】
　第２段階：化学式Ｆで表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き１０００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｅで表される化合物１
８．２ｇ（４６．７ｍｍｏｌ）、３－カルバゾールボロン酸ピナコラート１６．４ｇ（５
６．１ｍｍｏｌ）およびテトラヒドロフラン２００ｍＬとトルエン２００ｍｌおよび２Ｍ
－炭酸カリウム水溶液２００ｍｌを混合した後、窒素気流下で１２時間加熱還流した。反
応終結後、反応物にヘキサンを注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びクロロベ
ンゼンに溶かして活性炭と無水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後、
クロロベンゼンとメタノールを利用して再結晶して化合物Ｆを１９．０ｇ（収率６４％）
得た。
【０２０５】
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　第３段階：化学式Ａ－１２で表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｆで表される化合物９．
７３ｇ（２０．１ｍｍｏｌ）、２－ブロモ－４，６－ジペチルピリジン７．４７ｇ（２４
．１０ｍｍｏｌ）および第３級ブトキシナトリウム３．２８ｇ（３４．１ｍｍｏｌ）をト
ルエン１８０ｍｌに溶かした後、パラジウムジベンジリデンアミン０．４６ｇ（０．５ｍ
ｍｏｌ）と第３級ブチルリン０．７５ｍｌ（１．５１ｍｍｏｌ）を滴下した。反応溶液を
窒素気流下で１２時間１１０℃に加熱して撹拌した。反応終結後、反応物にメタノールを
注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びクロロベンゼンに溶かして活性炭と無水
硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼンとメタノールを
利用して再結晶して化合物Ａ－１２を９．９ｇ（収率７０％）得た。
【０２０６】
　ｃａｌｃｄ．Ｃ５３Ｈ３５Ｎ３：Ｃ，８９．１７；Ｈ，４．９４；Ｎ，５．８９；ｆｏ
ｕｎｄ：Ｃ，８９．２９；Ｈ，４．９６；Ｎ，５．８２。
【０２０７】
　〔実施例７〕：化学式Ｂ－５で表される化合物の合成
　本発明の有機光電子素子用化合物のより具体的な例として提示された前記化学式Ｂ－５
で表される化合物は、下記反応式７の方法に従って合成された。
【０２０８】
【化４４】

【０２０９】
　第１段階：化合物Ｇの合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物３－ブロモ－カルバゾー
ル１８．５３ｇ（７５．３ｍｍｏｌ）、４－ジベンゾチオフェンボロン酸２２．３ｇ（９
７．９ｍｍｏｌ）およびテトラヒドロフラン１００ｍＬと２Ｍ－炭酸カリウム水溶液１０
０ｍｌを混合した後、窒素気流下で１２時間加熱還流した。反応終結後、反応物にヘキサ
ンを注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びトルエンとテトラヒドロフラン（５
０：５０体積比）混合溶液に溶かして活性炭と無水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。
溶液を濾過した後、ジクロロメタンとヘキサンを利用して再結晶して化合物Ｄを１５ｇ（
収率６０％）を得た。
【０２１０】
　第２段階：化学式Ｂ－５で表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｇで表される化合物１０
ｇ（２８．８０ｍｍｏｌ）、２－ブロモ－４，６－ジペチルピリジン１１．６ｇ（３７．
４ｍｍｏｌ）および第３級ブトキシナトリウム５．５３ｇ（５７．６ｍｍｏｌ）をトルエ
ン１６０ｍｌに溶かした後、パラジウムジベンジリデンアミン１．３２ｇ（１．４４ｍｍ
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ｏｌ）と第３級ブチルリン０．８７ｍｌ４．３２ｍｍｏｌ）を滴下した。反応溶液を窒素
気流下で１２時間１１０℃に加熱して撹拌した。反応終結後、反応物にメタノールを注い
でできる固形物を濾過した後、固形物を再びクロロベンゼンに溶かして活性炭と無水硫酸
マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼンとメタノールを利用
して再結晶して化合物Ｂ－５を１４ｇ（収率８５％）得た。
【０２１１】
　ｃａｌｃｄ．Ｃ４１Ｈ２６Ｎ２Ｓ：Ｃ，８５．０９；Ｈ，４．５３；Ｎ，４．８４；Ｓ
，５．５４；ｆｏｕｎｄ：Ｃ，８５．１１；Ｈ，４．５０；Ｎ，４．８０；Ｓ，５．５０
。
【０２１２】
　〔実施例８〕：化学式Ｂ－８で表される化合物の合成
　本発明の有機光電子素子用化合物のより具体的な例として提示された前記化学式Ｂ－８
で表される化合物は、下記反応式８の方法に従って合成された。
【０２１３】

【化４５】

【０２１４】
　第１段階：化合物Ｈの合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物３－ブロモ－カルバゾー
ル９．８４ｇ（３９．９９ｍｍｏｌ）、４－ジベンゾフランボロン酸１０．１７ｇ（４７
．９９ｍｍｏｌ）およびテトラヒドロフラン１００ｍＬと２Ｍ－炭酸カリウム水溶液１０
０ｍｌを混合した後、窒素気流下で１２時間加熱還流した。反応終結後、反応物にヘキサ
ンを注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びトルエンとテトラヒドロフラン（５
０：５０体積比）混合溶液に溶かして活性炭と無水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。
溶液を濾過した後、ジクロロメタンとヘキサンを利用して再結晶して化合物Ｈを１１ｇ（
収率８３％）得た。
【０２１５】
　第２段階：化学式Ｂ－８で表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｈで表される化合物１０
．８ｇ（３２．５８ｍｍｏｌ）、２－ブロモ－４，６－ジペチルピリジン１１．６ｇ（３
７．４ｍｍｏｌ）および第３級ブトキシナトリウム５．５３ｇ（５７．６ｍｍｏｌ）をト
ルエン１６０ｍｌに溶かした後、パラジウムジベンジリデンアミン１．３２ｇ（１．４４
ｍｍｏｌ）と第３級ブチルリン０．８７ｍｌ４．３２ｍｍｏｌ）を滴下した。反応溶液を
窒素気流下で１２時間１１０℃に加熱して撹拌した。反応終結後、反応物にメタノールを
注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びクロロベンゼンに溶かして活性炭と無水
硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼンとメタノールを
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利用して再結晶して化合物Ｂ－８を１４ｇ（収率８５％）得た。
【０２１６】
　ｃａｌｃｄ．Ｃ４１Ｈ２６Ｎ２Ｏ：Ｃ，８７．５２；Ｈ，４．６６；Ｎ，４．９８；Ｏ
，２．８４；ｆｏｕｎｄ：Ｃ，８７．５０；Ｈ，４．６８；Ｎ，４．９６；Ｏ，２．８２
。
【０２１７】
　〔実施例９〕：化学式Ｂ－２１で表される化合物の合成
　本発明の有機光電子素子用化合物のより具体的な例として提示された前記化学式Ｂ－２
１で表される化合物は、下記反応式９の方法に従って合成された。
【０２１８】
【化４６】

【０２１９】
　第１段階：化合物Ｉの合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物３－ブロモ－カルバゾー
ル１８．５３ｇ（７５．３ｍｍｏｌ）、４－ジベンゾチオフェンボロン酸２２．３ｇ（９
７．９ｍｍｏｌ）およびテトラヒドロフラン１００ｍＬと２Ｍ－炭酸カリウム水溶液１０
０ｍｌを混合した後、窒素気流下で１２時間加熱還流した。反応終結後、反応物にヘキサ
ンを注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びトルエンとテトラヒドロフラン（５
０：５０体積比）混合溶液に溶かして活性炭と無水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。
溶液を濾過した後、ジクロロメタンとヘキサンを利用して再結晶して化合物Ｉを１５ｇ（
収率６０％）得た。
【０２２０】
　第２段階：化学式Ｂ－２１で表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｇで表される化合物１０
ｇ（２８．８０ｍｍｏｌ）、２－（４－ブロモフェニル）－４，６－ジペチルピリジン１
４．４３ｇ（３７．４ｍｍｏｌ）および第３級ブトキシナトリウム５．５３ｇ（５７．６
ｍｍｏｌ）をトルエン１６０ｍｌに溶かした後、パラジウムジベンジリデンアミン１．３
２ｇ（１．４４ｍｍｏｌ）と第３級ブチルリン０．８７ｍｌ（４．３２ｍｍｏｌ）を滴下
した。反応溶液を窒素気流下で１２時間１１０℃に加熱して撹拌した。反応終結後、反応
物にメタノールを注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びクロロベンゼンに溶か
して活性炭と無水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼ
ンとメタノールを利用して再結晶して化合物Ｂ－２１を１０ｇ（収率６０％）得た。
【０２２１】
　ｃａｌｃｄ．Ｃ４７Ｈ３０Ｎ２Ｓ：Ｃ，８６．２１；Ｈ，４．６２；Ｎ，４．２８；Ｓ
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，４．９０；ｆｏｕｎｄ：Ｃ，８６．２０；Ｈ，４．６０；Ｎ，４．２６；Ｓ，４．８８
。
【０２２２】
　〔実施例１０〕：化学式３で表される化合物の合成
　本発明の有機光電子素子用化合物のより具体的な例として提示された前記化学式３で表
される化合物は、下記反応式１０の方法に従って合成された。
【０２２３】
【化４７】

【０２２４】
　第１段階：化合物Ｊの合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｎ－フェニルカルバゾー
ル－３－ボロン酸ピナコラート２６．９６ｇ（８１．４ｍｍｏｌ）、カルバゾール－３－
ボロン酸２３．９６ｇ（９７．３６ｍｍｏｌ）およびテトラヒドロフラン２３０ｍＬと２
Ｍ－炭酸カリウム水溶液１００ｍｌを混合した後、窒素気流下で１２時間加熱還流した。
反応終結後、反応物にメタノールに注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びクロ
ロベンゼンに溶かして活性炭と無水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した
後、クロロベンゼンとメタノールを利用して再結晶して化合物Ｊを２２．６ｇ（収率６８
％）得た。
【０２２５】
　第２段階：化学式３で表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｊで表される化合物２２
．４２ｇ（５４．８８ｍｍｏｌ）、２－ブロモ－４，６－ジペチルピリジン２０．４３ｇ
（６５．８５ｍｍｏｌ）および第３級ブトキシナトリウム７．９２ｇ（８２．３２ｍｍｏ
ｌ）をトルエン４００ｍｌに溶かした後、パラジウムジベンジリデンアミン１．６５ｇ（
１．６５ｍｍｏｌ）と第３級ブチルリン１．７８ｇ（４．３９ｍｍｏｌ）を滴下した。反
応溶液を窒素気流下で１２時間１１０℃に加熱して撹拌した。反応終結後、反応物にメタ
ノールを注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びクロロベンゼンに溶かして活性
炭と無水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼンとメタ
ノールを利用して再結晶して化合物３を２８．１０ｇ（収率８０％）得た。
【０２２６】
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　ｃａｌｃｄ．Ｃ４７Ｈ３１Ｎ３：Ｃ，８８．５１；Ｈ，４．９０；Ｎ，６．５９；ｆｏ
ｕｎｄ：Ｃ，８８．６２；Ｈ，４．８０；Ｎ，６．４７。
【０２２７】
　〔実施例１１〕：化学式５４で表される化合物の合成
　本発明の有機光電子素子用化合物のより具体的な例として提示された前記化学式５４で
表される化合物は、下記反応式１１の方法に従って合成された。
【０２２８】
【化４８】

【０２２９】
　第１段階：化合物Ｋの合成
　１０００ｍＬの丸底フラスコで３－ブロモカルバゾール４２．９７ｇ（１７４．５７ｍ
ｍｏｌ）、２－クロロ－４，６－ジフェニル－トリアジン５６．１ｇ（２０９．５ｍｍｏ
ｌ）、ＮａＨの１０．４８ｇ（２６１．８６ｍｍｏｌ）をジメチルホルムアミドに入れた
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後、窒素気流下で室温で１２時間撹拌した。反応物を蒸溜水に入れて結晶化した。結晶化
された固形分を濾過した後、モノクロロベンゼンとヘキサンで再結晶して８２ｇ（収率：
９８％）の中間体Ｋで表される化合物を得た。
【０２３０】
　第２段階：化合物Ｌの合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き２Ｌの丸底フラスコで化合物Ｋ７０．５７ｇ（１４７．８５
ｍｍｏｌ）、カルバゾール－３－ボロン酸ピナコラート５２．０１ｇ（１７７．４２ｍｍ
ｏｌ）およびテトラヒドロフラン：トルエン混合溶液８００ｍＬ（体積比＝１：１）と２
Ｍ－炭酸カリウム水溶液４００ｍＬを混合した後、窒素気流下で１２時間加熱還流した。
反応終結後、反応物にメタノールに注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びクロ
ロベンゼンに溶かして活性炭と無水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した
後、クロロベンゼンとメタノールを利用して再結晶して化合物Ｌを６６ｇ（収率７９％）
得た。
【０２３１】
　第３段階：化学式５４で表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き１Ｌの丸底フラスコで化合物Ｌで表される化合物１０．１ｇ
（１７．８８ｍｍｏｌ）、２－ブロモビフェニル５ｇ（２１．４６ｍｍｏｌ）および第３
級ブトキシナトリウム３．４４ｇ（３５．７６ｍｍｏｌ）をトルエン４００ｍｌに溶かし
た後、パラジウムジベンジリデンアミン１．０３ｇ（１．７９ｍｍｏｌ）と第３級ブチル
リン２．１７ｇ（５．３６ｍｍｏｌ）を滴下した。反応溶液を窒素気流下で１２時間１１
０℃に加熱して撹拌した。反応終結後、反応物にメタノールを注いでできる固形物を濾過
した後、固形物を再びクロロベンゼンに溶かして活性炭と無水硫酸マグネシウムを入れて
撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼンとメタノールを利用して再結晶して化合物
５４を９．４０ｇ（収率７３％）得た。
【０２３２】
　ｃａｌｃｄ．Ｃ５２Ｈ３４Ｎ４：Ｃ，８７．３７；Ｈ，４．７９；Ｎ，７．８４；ｆｏ
ｕｎｄ：Ｃ，８７．４７；Ｈ，４．８０；Ｎ，７．７８。
【０２３３】
　〔実施例１２〕：化学式Ｃ－１３で表される化合物の合成
【０２３４】
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【化４９】

【０２３５】
　第１段階：化合物Ｍの合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｎ－ビフェニル－３－カ
ルバゾールボロン酸１９．３ｇ（５３．０６ｍｍｏｌ）、３－ブロモカルバゾール１０．
９ｇ（４４．２２ｍｍｏｌ）およびテトラヒドロフラン：トルエン混合溶液１４０ｍＬ（
体積比＝１：１）と２Ｍ－炭酸カリウム水溶液８０ｍＬを混合した後、窒素気流下で１２
時間加熱還流した。反応終結後、反応物にメタノールに注いでできる固形物を濾過した後
、固形物を再びクロロベンゼンに溶かして活性炭と無水硫酸マグネシウムを入れて撹拌し
た。溶液を濾過した後、クロロベンゼンとメタノールを利用して再結晶して化合物Ｍを１
３．７ｇ（収率６４％）得た。
【０２３６】
　第２段階：化学式Ｃ－１３で表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｍで表される化合物９．
６ｇ（１９．８２ｍｍｏｌ）、２－（４－ブロモフェニル）－４，６－ジフェニルピリジ
ン９．２ｇ（２３．８ｍｍｏｌ）および第３級ブトキシナトリウム３．２ｇ（３３．７ｍ
ｍｏｌ）をトルエン１６０ｍＬに溶かした後、パラジウムジベンジリデンアミン０．４５
４ｇ（０．５ｍｍｏｌ）と第３級ブチルリン０．６ｇ（１．４９ｍｍｏｌ）を滴下した。
反応溶液を窒素気流下で１２時間１１０℃に加熱して撹拌した。反応終結後、反応物にメ
タノールを注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びクロロベンゼンに溶かして活
性炭と無水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼンとメ
タノールを利用して再結晶して化合物Ｃ－１３を１４ｇ（収率８９％）得た。
【０２３７】
　ｃａｌｃｄ．Ｃ５９Ｈ３９Ｎ３：Ｃ，８９．７０；Ｈ，４．９８；Ｎ，５．３２；ｆｏ
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ｕｎｄ：Ｃ，８９．５７；Ｈ，４．８３；Ｎ，５．６５。
【０２３８】
　（有機発光ダイオードの製造）
　〔実施例１３〕
　前記実施例１で合成された化合物をホストとして使用し、Ｉｒ（ＰＰｙ）３をドーパン
トとして使用して有機発光ダイオードを製作した。陽極としてはＩＴＯを１０００Åの厚
さに使用し、陰極としてはアルミニウム（Ａｌ）を１０００Åの厚さに使用した。
【０２３９】
　具体的に、有機発光ダイオードの製造方法を説明すれば、陽極は１５Ω／ｃｍ２の面抵
抗値を有するＩＴＯガラス基板を５０ｍｍ×５０ｍｍ×０．７ｍｍの大きさに切断してア
セトンとイソプロピルアルコールと純水の中で各１５分間超音波洗浄した後、３０分間Ｕ
Ｖオゾン洗浄して使用した。
【０２４０】
　前記基板上部に真空度６５０×１０－７Ｐａ、蒸着速度０．１～０．３ｎｍ／ｓの条件
でＮ，Ｎ’－ジ（１－ナフチル）－Ｎ，Ｎ’－ジフェニルベンジジン（ＮＰＢ）（７０ｎ
ｍ）および４，４’，４”－トリ（Ｎ－カルバゾリル）トリフェニルアミン（ＴＣＴＡ）
（１０ｎｍ）を蒸着して８００Åの正孔輸送層（ＨＴＬ）を形成した。
【０２４１】
　次に、同一な真空蒸着条件で前記実施例２で合成された化合物を利用して膜厚さ３００
Åの発光層を形成し、この時、燐光ドーパントであるＩｒ（ＰＰｙ）３を同時に蒸着した
。この時、燐光ドーパントの蒸着速度を調節して、発光層の全体量を１００重量％にした
時、燐光ドーパントの配合量が７重量％になるように蒸着した。
【０２４２】
　前記発光層上部に同一な真空蒸着条件を利用してビス（８－ヒドロキシ－２－メチルキ
ノリナト）－アルミニウムビフェノキシド（ＢＡｌｑ）を蒸着して膜厚さ５０Åの正孔阻
止層を形成した。
【０２４３】
　次に、同一な真空蒸着条件でＡｌｑ３を蒸着して膜厚さ２００Åの電子輸送層（ＥＴＬ
）を形成した。
【０２４４】
　前記電子輸送層（ＥＴＬ）上部に陰極としてＬｉＦとＡｌを順次に蒸着して有機光電素
子を製作した。
【０２４５】
　前記有機光電素子の構造は、ＩＴＯ／ＮＰＢ（７０ｎｍ）／ＴＣＴＡ（１０ｎｍ）／Ｅ
ＭＬ（実施例１の化合物（９３重量％）＋Ｉｒ（ＰＰｙ）３（７重量％）、３０ｎｍ）／
Ｂａｌｑ（５ｎｍ）／Ａｌｑ３（２０ｎｍ）／ＬｉＦ（１ｎｍ）／Ａｌ（１００ｎｍ）の
構造で製作した。
【０２４６】
　〔実施例１４〕
　前記実施例１で合成された化合物の代わりに、実施例２で合成された化合物を発光層の
ホストとして使用したことを除いては、前記実施例１３と同様な方法で有機発光ダイオー
ドを製作した。
【０２４７】
　〔実施例１５〕
　前記実施例１で合成された化合物の代わりに、実施例４で合成された化合物を発光層の
ホストとして使用したことを除いては、前記実施例１３と同様な方法で有機発光ダイオー
ドを製作した。
【０２４８】
　〔実施例１６〕
　前記実施例１で合成された化合物の代わりに、実施例６で合成された化合物を発光層の
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ホストとして使用したことを除いては、前記実施例１３と同様な方法で有機発光ダイオー
ドを製作した。
【０２４９】
　〔実施例１７〕
　前記実施例１で合成された化合物の代わりに、実施例７で合成された化合物を発光層の
ホストとして使用したことを除いては、前記実施例１３と同様な方法で有機発光ダイオー
ドを製作した。
【０２５０】
　〔実施例１８〕
　前記実施例１で合成された化合物の代わりに、実施例１０で合成された化合物を発光層
のホストとして使用したことを除いては、前記実施例１３と同様な方法で有機発光ダイオ
ードを製作した。
【０２５１】
　〔実施例１９〕
　前記実施例１で合成された化合物の代わりに、実施例１１で合成された化合物を発光層
のホストとして使用したことを除いては、前記実施例１３と同様な方法で有機発光ダイオ
ードを製作した。
【０２５２】
　〔実施例２０〕
　前記実施例１で合成された化合物の代わりに、実施例１２で合成された化合物を発光層
のホストとして使用したことを除いては、前記実施例１３と同様な方法で有機発光ダイオ
ードを製作した。
【０２５３】
　〔比較例１〕
　前記実施例２で合成された化合物の代わりに、４，４－Ｎ，Ｎ－ジカルバゾールビフェ
ニル（ＣＢＰ）を発光層のホストとして使用したことを除いては、前記実施例１３と同様
な方法で有機発光ダイオードを製作した。
【０２５４】
　〔比較例２〕
　韓国公開特許１０－２００５－０１００６７３の実施例６に提示された化合物であるビ
ス［９－（４－メトキシフェニル）カルバゾール－３－イル］（Ｊｉｂ７９６－０４ｋ）
を使用した素子の発光特性を本発明で製造された化合物で製作された素子の特性と比較し
た。
【０２５５】
　（有機発光ダイオードの性能測定）
　〔実験例〕
　前記実施例１３～２０と比較例１および２で製造されたそれぞれの有機発光ダイオード
に対して電圧による電流密度変化、輝度変化および発光効率を測定した。具体的な測定方
法は以下の通りであり、その結果は下記表１に示した。
【０２５６】
　（１）電圧変化による電流密度の変化測定
　製造された有機発光ダイオードに対し、電圧を０Ｖから１０Ｖまで上昇させながら電流
－電圧計（Ｋｅｉｔｈｌｅｙ　２４００）を利用して単位素子に流れる電流値を測定し、
測定された電流値を面積で割って結果を得た。
【０２５７】
　（２）電圧変化による輝度の変化測定
　製造された有機発光ダイオードに対し、電圧を０Ｖから１０Ｖまで上昇させながら輝度
計（Ｍｉｎｏｌｔａ　Ｃｓ－１０００Ａ）を利用してその時の輝度を測定して結果を得た
。
【０２５８】
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　（３）発光効率測定
　前記（１）および（２）から測定された輝度と電流密度および電圧を利用して同一の明
るさ（９０００ｃｄ／ｍ２）の電流効率（ｃｄ／Ａ）を計算した。
【０２５９】
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【表１】

【０２６０】
　前記表１を参照すれば、本発明で提供された材料を使用して製作した素子の場合、発光
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効率で基準物質であるＣＢＰに比べて、駆動電圧および効率において非常に優れているこ
とが分かる。また寿命においては、３％発光効率が減少するまでの時間を測定しており、
ＣＢＰの場合は１時間未満の非常に短い寿命を示すが、本発明で提供された化合物を使用
して製作した素子の場合、１０時間から最高６０時間までの寿命を示した。
【０２６１】
　一方、比較例２で提示された素子の発光効率は、３０～３５ｃｄ／Ａで提示されており
、これも前記実施例１３～２０に比べて顕著に低い効率を示す。このような二つの比較例
から分かるように、本発明で製造された化合物が良好な有機発光ダイオード用材料として
使用され得る可能性を見せる。
【０２６２】
　本発明は前記実施例に限定されるものではなく、当業者によって特許請求の範囲の精神
および技術的範囲に含まれる多様な変形および等価の形態で製造されうる。したがって、
上記の実施例は例示的なものであり、本発明をいかようにも限定するものではないことを
理解しなければならない。
【符号の説明】
【０２６３】
１００、２００、３００、４００、５００　有機光電素子、
１１０　陰極、
１２０　陽極、
１０５　有機薄膜層、
１３０　発光層、
１４０　正孔輸送層（ＨＴＬ）、
１５０　電子輸送層（ＥＴＬ）、
１６０　電子注入層（ＥＩＬ）、
１７０　正孔注入層（ＨＩＬ）、
２３０　発光層＋電子輸送層（ＥＴＬ）。
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【手続補正書】
【提出日】平成25年1月17日(2013.1.17)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項１２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項１２】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式Ａ－２～Ａ－１９、Ａ－２１、Ａ－２２、
Ａ－２４またはＡ－２５のうちのいずれか一つで表される、請求項８に記載の有機光電子
素子用化合物。
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【化１２】
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【化１３】
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【化１４】

【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項２１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項２１】
　前記有機光電子素子は、有機発光ダイオード、有機太陽電池、有機トランジスタ、有機
感光体ドラムおよび有機メモリ素子からなる群より選択される、請求項１に記載の有機光
電子素子用化合物。
【手続補正３】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項２４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項２４】
　前記有機光電子素子用化合物は、電子輸送層（ＥＴＬ）または電子注入層（ＥＩＬ）内
に含まれる、請求項２３に記載の有機発光ダイオード。
【手続補正４】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項２５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項２５】
　前記有機光電子素子用化合物は、発光層内に含まれる、請求項２３に記載の有機発光ダ
イオード。
【手続補正５】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
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【補正対象項目名】請求項２６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項２６】
　前記有機光電子素子用化合物は、発光層内に燐光または蛍光ホスト材料として使用され
る、請求項２３に記載の有機発光ダイオード。
【手続補正６】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項２７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項２７】
　前記有機光電子素子用化合物は、発光層内に蛍光青色ドーパント材料として使用される
、請求項２３に記載の有機発光ダイオード。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３１】
　前記電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基は、置換ま
たは非置換のイミダゾリル基、置換または非置換のトリアゾリル基、置換または非置換の
テトラゾリル基、置換または非置換のオキサジアゾリル基、置換または非置換のオキサト
リアゾリル基、置換または非置換のチアトリアゾリル基、置換または非置換のベンズイミ
ダゾリル基、置換または非置換のベンゾトリアゾリル基、置換または非置換のピリジニル
基、置換または非置換のピリミジニル基、置換または非置換のトリアジニル基、置換また
は非置換のピラジニル基、置換または非置換のピリダジニル基、置換または非置換のフリ
ニル基、置換または非置換のキノリニル基、置換または非置換のイソキノリニル基、置換
または非置換のフタラジニル基、置換または非置換のナフピリジニル基、置換または非置
換のキノキサリニル基、置換または非置換のキナゾリニル基、置換または非置換のアクリ
ジニル基、置換または非置換のフェナントロリニル基および置換または非置換のフェナジ
ニル基からなる群より選択され得る。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３２】
　本発明の他の実施形態によれば、下記化学式３～５４のうちのいずれか一つで表される
有機光電子素子用化合物を提供する。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１０２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１０２】
　前記電子特性を有する、置換または非置換のＣ２～Ｃ３０ヘテロアリール基の具体的な
例としては、置換または非置換のイミダゾリル基、置換または非置換のトリアゾリル基、
置換または非置換のテトラゾリル基、置換または非置換のオキサジアゾリル基、置換また
は非置換のオキサトリアゾリル基、置換または非置換のチアトリアゾリル基、置換または
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非置換のベンズイミダゾリル基、置換または非置換のベンゾトリアゾリル基、置換または
非置換のピリジニル基、置換または非置換のピリミジニル基、置換または非置換のトリア
ジニル基、置換または非置換のピラジニル基、置換または比置換されたピリダジニル基、
置換または非置換のフリニル基、置換または非置換のキノリニル基、置換または非置換の
イソキノリニル基、置換または非置換のフタラジニル基、置換または非置換のナフピリジ
ニル基、置換または非置換のキノキサリニル基、置換または非置換のキナゾリニル基、置
換または非置換のアクリジニル基、置換または非置換のフェナントロリニル基および置換
または非置換のフェナジニル基などがある。
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１４３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１４３】
　前記有機光電子素子用化合物は、下記化学式Ａ－２～Ａ－１９、Ａ－２１、Ａ－２２、
Ａ－２４またはＡ－２５のうちのいずれか一つで表されてもよいが、これに限定されない
。
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１４６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１４６】
【化３３】

【手続補正１２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１８２
【補正方法】変更



(88) JP 2013-533604 A 2013.8.22

【補正の内容】
【０１８２】
　化学式５で表される化合物の合成
　１００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ａで表される中間体生成物３．５ｇ（８．５５ｍｍ
ｏｌ）、２－クロロ－４，６－ビフェニル－ピリミジン２．７４ｇ（１０．２６ｍｍｏｌ
）、ＮａＨとジメチルホルムアミドを入れた後、窒素気流下で室温で撹拌した。有機溶媒
を減圧蒸留下で除去した後、カラムクロマトグラフィーを利用して分離して４．１ｇ（収
率：７５％）の化学式５で表される化合物を得た。
【手続補正１３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１９４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１９４】
　第２段階：化学式Ａ－２で表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き１０００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｃで表される化合物２
２．２６ｇ（４６．７ｍｍｏｌ）、Ｎ－フェニル－カルバゾールボロン酸ピナコラート２
０．７１ｇ（５６．１ｍｍｏｌ）およびテトラヒドロフラン２００ｍＬとトルエン２００
ｍｌおよび２Ｍ－炭酸カリウム水溶液２００ｍｌを混合した後、窒素気流下で１２時間加
熱還流した。反応終結後、反応物にヘキサンを注いでできる固形物を濾過した後、固形物
を再びトルエンとテトラヒドロフラン（５０：５０体積比）混合溶液に溶かして活性炭と
無水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼンとメタノー
ルを利用して再結晶して化学式Ａ－２で表される化合物を２０ｇ（収率７０％）得た。
【手続補正１４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１９９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１９９】
　第２段階：化学式Ａ－１０で表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｄで表される化合物８．
３ｇ（２０．５３ｍｍｏｌ）、２－ブロモ－４，６－ジフェニルピリジン７．６４ｇ（２
４．６４ｍｍｏｌ）および第３級ブトキシナトリウム３．３５ｇ（３４．９ｍｍｏｌ）を
トルエン２００ｍｌに溶かした後、パラジウムジベンジリデンアミン０．４７ｇ（０．５
１ｍｍｏｌ）と第３級ブチルリン０．７７ｍｌ（１．５４ｍｍｏｌ）を滴下した。反応溶
液を窒素気流下で１２時間１１０℃に加熱して撹拌した。反応終結後、反応物にメタノー
ルを注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びクロロベンゼンに溶かして活性炭と
無水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼンとメタノー
ルを利用して再結晶して化学式Ａ－１０で表される化合物を１１ｇ（収率８４％）得た。
【手続補正１５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２０１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２０１】
　〔実施例６〕：化学式Ａ－１２で表される化合物の合成
　本発明の有機光電子素子用化合物のより具体的な例として提示された前記化学式Ａ－１
２で表される化合物は、下記反応式６の方法に従って合成された。
【手続補正１６】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】０２０５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２０５】
　第３段階：化学式Ａ－１２で表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｆで表される化合物９．
７３ｇ（２０．１ｍｍｏｌ）、２－ブロモ－４，６－ジペチルピリジン７．４７ｇ（２４
．１０ｍｍｏｌ）および第３級ブトキシナトリウム３．２８ｇ（３４．１ｍｍｏｌ）をト
ルエン１８０ｍｌに溶かした後、パラジウムジベンジリデンアミン０．４６ｇ（０．５ｍ
ｍｏｌ）と第３級ブチルリン０．７５ｍｌ（１．５１ｍｍｏｌ）を滴下した。反応溶液を
窒素気流下で１２時間１１０℃に加熱して撹拌した。反応終結後、反応物にメタノールを
注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びクロロベンゼンに溶かして活性炭と無水
硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼンとメタノールを
利用して再結晶して化学式Ａ－１２で表される化合物を９．９ｇ（収率７０％）得た。
【手続補正１７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２０９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２０９】
　第１段階：化合物Ｇの合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物３－ブロモ－カルバゾー
ル１８．５３ｇ（７５．３ｍｍｏｌ）、４－ジベンゾチオフェンボロン酸２２．３ｇ（９
７．９ｍｍｏｌ）およびテトラヒドロフラン１００ｍＬと２Ｍ－炭酸カリウム水溶液１０
０ｍｌを混合した後、窒素気流下で１２時間加熱還流した。反応終結後、反応物にヘキサ
ンを注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びトルエンとテトラヒドロフラン（５
０：５０体積比）混合溶液に溶かして活性炭と無水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。
溶液を濾過した後、ジクロロメタンとヘキサンを利用して再結晶して化合物Ｇを１５ｇ（
収率６０％）を得た。
【手続補正１８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２１０】
　第２段階：化学式Ｂ－５で表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｇで表される化合物１０
ｇ（２８．８０ｍｍｏｌ）、２－ブロモ－４，６－ジペチルピリジン１１．６ｇ（３７．
４ｍｍｏｌ）および第３級ブトキシナトリウム５．５３ｇ（５７．６ｍｍｏｌ）をトルエ
ン１６０ｍｌに溶かした後、パラジウムジベンジリデンアミン１．３２ｇ（１．４４ｍｍ
ｏｌ）と第３級ブチルリン０．８７ｍｌ４．３２ｍｍｏｌ）を滴下した。反応溶液を窒素
気流下で１２時間１１０℃に加熱して撹拌した。反応終結後、反応物にメタノールを注い
でできる固形物を濾過した後、固形物を再びクロロベンゼンに溶かして活性炭と無水硫酸
マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼンとメタノールを利用
して再結晶して化学式Ｂ－５で表される化合物を１４ｇ（収率８５％）得た。
【手続補正１９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【０２１５】
　第２段階：化学式Ｂ－８で表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｈで表される化合物１０
．８ｇ（３２．５８ｍｍｏｌ）、２－ブロモ－４，６－ジフェニルピリジン１１．６ｇ（
３７．４ｍｍｏｌ）および第３級ブトキシナトリウム５．５３ｇ（５７．６ｍｍｏｌ）を
トルエン１６０ｍｌに溶かした後、パラジウムジベンジリデンアミン１．３２ｇ（１．４
４ｍｍｏｌ）と第３級ブチルリン０．８７ｍｌ４．３２ｍｍｏｌ）を滴下した。反応溶液
を窒素気流下で１２時間１１０℃に加熱して撹拌した。反応終結後、反応物にメタノール
を注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びクロロベンゼンに溶かして活性炭と無
水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼンとメタノール
を利用して再結晶して化学式Ｂ－８で表される化合物を１４ｇ（収率８５％）得た。
【手続補正２０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２２０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２２０】
　第２段階：化学式Ｂ－２１で表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｉで表される化合物１０
ｇ（２８．８０ｍｍｏｌ）、２－（４－ブロモフェニル）－４，６－ジペチルピリジン１
４．４３ｇ（３７．４ｍｍｏｌ）および第３級ブトキシナトリウム５．５３ｇ（５７．６
ｍｍｏｌ）をトルエン１６０ｍｌに溶かした後、パラジウムジベンジリデンアミン１．３
２ｇ（１．４４ｍｍｏｌ）と第３級ブチルリン０．８７ｍｌ（４．３２ｍｍｏｌ）を滴下
した。反応溶液を窒素気流下で１２時間１１０℃に加熱して撹拌した。反応終結後、反応
物にメタノールを注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びクロロベンゼンに溶か
して活性炭と無水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼ
ンとメタノールを利用して再結晶して化学式Ｂ－２１で表される化合物を１０ｇ（収率６
０％）得た。
【手続補正２１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２２５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２２５】
　第２段階：化学式３で表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き５００ｍＬの丸底フラスコで化合物Ｊで表される化合物２２
．４２ｇ（５４．８８ｍｍｏｌ）、２－ブロモ－４，６－ジペチルピリジン２０．４３ｇ
（６５．８５ｍｍｏｌ）および第３級ブトキシナトリウム７．９２ｇ（８２．３２ｍｍｏ
ｌ）をトルエン４００ｍｌに溶かした後、パラジウムジベンジリデンアミン１．６５ｇ（
１．６５ｍｍｏｌ）と第３級ブチルリン１．７８ｇ（４．３９ｍｍｏｌ）を滴下した。反
応溶液を窒素気流下で１２時間１１０℃に加熱して撹拌した。反応終結後、反応物にメタ
ノールを注いでできる固形物を濾過した後、固形物を再びクロロベンゼンに溶かして活性
炭と無水硫酸マグネシウムを入れて撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼンとメタ
ノールを利用して再結晶して化学式３で表される化合物を２８．１０ｇ（収率８０％）得
た。
【手続補正２２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２２８
【補正方法】変更
【補正の内容】
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【０２２８】
【化４８】

【手続補正２３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２３１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２３１】
　第３段階：化学式５４で表される化合物の合成
　窒素雰囲気下の撹拌機付き１Ｌの丸底フラスコで化合物Ｌで表される化合物１０．１ｇ
（１７．８８ｍｍｏｌ）、２－ブロモビフェニル５ｇ（２１．４６ｍｍｏｌ）および第３
級ブトキシナトリウム３．４４ｇ（３５．７６ｍｍｏｌ）をトルエン４００ｍｌに溶かし
た後、パラジウムジベンジリデンアミン１．０３ｇ（１．７９ｍｍｏｌ）と第３級ブチル
リン２．１７ｇ（５．３６ｍｍｏｌ）を滴下した。反応溶液を窒素気流下で１２時間１１
０℃に加熱して撹拌した。反応終結後、反応物にメタノールを注いでできる固形物を濾過
した後、固形物を再びクロロベンゼンに溶かして活性炭と無水硫酸マグネシウムを入れて
撹拌した。溶液を濾過した後、クロロベンゼンとメタノールを利用して再結晶して化学式
５４で表される化合物を９．４０ｇ（収率７３％）得た。
【手続補正２４】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】０２３８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２３８】
　（有機発光ダイオードの製造）
　〔実施例１３〕
　前記実施例１で合成された化合物（化学式４で表される化合物）をホストとして使用し
、Ｉｒ（ＰＰｙ）３をドーパントとして使用して有機発光ダイオードを製作した。陽極と
してはＩＴＯを１０００Åの厚さに使用し、陰極としてはアルミニウム（Ａｌ）を１００
０Åの厚さに使用した。
【手続補正２５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２４１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２４１】
　次に、同一な真空蒸着条件で前記実施例１で合成された化合物を利用して膜厚さ３００
Åの発光層を形成し、この時、燐光ドーパントであるＩｒ（ＰＰｙ）３を同時に蒸着した
。この時、燐光ドーパントの蒸着速度を調節して、発光層の全体量を１００重量％にした
時、燐光ドーパントの配合量が７重量％になるように蒸着した。
【手続補正２６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２４４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２４４】
　前記電子輸送層（ＥＴＬ）上部に陰極としてＬｉＦとＡｌを順次に蒸着して有機発光ダ
イオードを製作した。
【手続補正２７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２４５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２４５】
　前記有機発光ダイオードの構造は、ＩＴＯ／ＮＰＢ（７０ｎｍ）／ＴＣＴＡ（１０ｎｍ
）／ＥＭＬ（実施例１の化合物（９３重量％）＋Ｉｒ（ＰＰｙ）３（７重量％）、３０ｎ
ｍ）／Ｂａｌｑ（５ｎｍ）／Ａｌｑ３（２０ｎｍ）／ＬｉＦ（１ｎｍ）／Ａｌ（１００ｎ
ｍ）の構造で製作した。
【手続補正２８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２４６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２４６】
　〔実施例１４〕
　前記実施例１で合成された化合物の代わりに、実施例２で合成された化合物（化学式５
で表される化合物）を発光層のホストとして使用したことを除いては、前記実施例１３と
同様な方法で有機発光ダイオードを製作した。
【手続補正２９】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】０２４７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２４７】
　〔実施例１５〕
　前記実施例１で合成された化合物の代わりに、実施例４で合成された化合物（化学式Ａ
－２で表される化合物）を発光層のホストとして使用したことを除いては、前記実施例１
３と同様な方法で有機発光ダイオードを製作した。
【手続補正３０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２４８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２４８】
　〔実施例１６〕
　前記実施例１で合成された化合物の代わりに、実施例６で合成された化合物（化学式Ａ
－１２で表される化合物）を発光層のホストとして使用したことを除いては、前記実施例
１３と同様な方法で有機発光ダイオードを製作した。
【手続補正３１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２４９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２４９】
　〔実施例１７〕
　前記実施例１で合成された化合物の代わりに、実施例７で合成された化合物（化学式Ｂ
－５で表される化合物）を発光層のホストとして使用したことを除いては、前記実施例１
３と同様な方法で有機発光ダイオードを製作した。
【手続補正３２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２５０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２５０】
　〔実施例１８〕
　前記実施例１で合成された化合物の代わりに、実施例１０で合成された化合物（化学式
３で表される化合物）を発光層のホストとして使用したことを除いては、前記実施例１３
と同様な方法で有機発光ダイオードを製作した。
【手続補正３３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２５１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２５１】
　〔実施例１９〕
　前記実施例１で合成された化合物の代わりに、実施例１１で合成された化合物（化学式
５４で表される化合物）を発光層のホストとして使用したことを除いては、前記実施例１
３と同様な方法で有機発光ダイオードを製作した。
【手続補正３４】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】０２５２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２５２】
　〔実施例２０〕
　前記実施例１で合成された化合物の代わりに、実施例１２で合成された化合物（化学式
Ｃ－１３で表される化合物）を発光層のホストとして使用したことを除いては、前記実施
例１３と同様な方法で有機発光ダイオードを製作した。
【手続補正３５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２５８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２５８】
　（３）発光効率測定
　前記（１）および（２）から測定された輝度と電流密度および電圧を利用して同一の明
るさ（９０００ｃｄ／ｍ２）の発光効率（ｃｄ／Ａ）を計算した。
【手続補正３６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２５９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２５９】
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【表１】

【手続補正３７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０２６０
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【補正方法】変更
【補正の内容】
【０２６０】
　前記表１を参照すれば、本発明で提供された材料を使用して製作した素子（有機発光ダ
イオード）の場合、発光効率で基準物質であるＣＢＰに比べて、駆動電圧および効率にお
いて非常に優れていることが分かる。また寿命においては、３％発光効率が減少するまで
の時間を測定しており、ＣＢＰの場合は１時間未満に急死水準の寿命を示すが、本発明で
提供された化合物を使用して製作した素子（有機発光ダイオード）の場合、１０時間から
最高６０時間までの寿命を示した。
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